
人事と大学で仕掛ける
特集
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人々が生涯を通じて学び、
成長する仕掛けをいかにつくるか

はじめに

本特集は、164号（2021年2月発行号）の「ジョブ型と

大学」の続編である。「ジョブ型と大学」の取材を通じて見

えてきたことは、産業界と大学が手を携えて、社会全体

で人が学び続け、人を育むエコシステムをつくることの

重要性だ。今号の特集はその具体論として、人事が大学

とどのように協業していくべきかを検討することを目的と

する。Works誌ではあまり“続編”という手法を取ったこ

とはないが、若手人材はもちろん、人々が生涯を通じて

成長していく仕掛けをいかにつくるのか、何に私たちは

注目し、どこから手をつけていくことができるのかを検討

学び方改革
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人事と大学で仕掛ける
することは可及的速やかに行われるべきだと考え、前回

の特集を続ける決断に至った。

前回の特集で多くの有識者、実務家たちが提案したこ

とは主に2つある。1つは、職業能力・スキルをはじめと

する仕事で必要な力を大学や大学院で身につけさせるこ

とである。そして、もう1つは変化の激しい時代にあって、

大学・大学院はもはや18歳から数年間学ぶための場では

なく、社会に出てからでも誰でも何度でも学べる、つま

り学び直しをしたい人にも開かれた場であるべき、という

ことだ。「日本人は社会に出てから学ばない」と言われる

なか、人々の学ぶ力、学び続ける力というものが、今後、

企業や社会にとって大きな関心事となっていくはずだ。こ

の2つのテーマ、「仕事に必要な力をいかに身につけさせ

るか」「学ぶ力・学び続ける力をいかに高めるか」をメイ

ンに据えて、本特集を展開していく。

仕事に必要な力をいかに身につけさせるか

次ページの図で、本特集の構造を説明したい。前述の

2つのテーマで大学と企業が協業するにあたり、知ってお

くべき知見や情報、すぐに実行したい具体的な手法を8つ

挙げている。

まず、大学と企業が協業して「仕事に必要な力をいかに

身につけさせるか」。

このテーマを取り扱う前にまず、大学という場でどのよ

うな過ごし方をすることが、後の仕事に役立つ力の獲得

につながるかを明らかにしたい。前回の特集で、大学生

の学びに関する調査結果を紹介したが、ほぼ同じ質問項

目での調査を新卒2年目・3年目の若手社会人に対しても

実施している。仕事に役立つ力を人的資本、社会関係資本、

心理的資本の3つと定義し、それらを比較的高く持つ人は

どのような学生生活を送ったのかを分析したのが、❶で

ある。
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大学と企業が人を育むために協業すべきこと

❷では、どのようなインターンシップが仕事に役立つ

能力を高めるのか、先の若手社会人への調査のインター

ンシップに関する結果を見ながら、学生たちのキャリア

形成と職業能力の向上のために真摯にインターンシップ

に取り組む大学、大学のゼミ、企業の事例を紹介する。

❸では、❷のインターンシップを含む、産業や企業を

超えた米国における職業教育の方法論を学ぶ。米国にお

いては技術者、人事、広報などさまざまな職業の組合、

あるいは協会の活動が活発だ。その職業の地位や待遇向

上のための活動のほか、プロを育てるための情報やトレー

ニングを提供している。学生も所属できるこうした組織

の活動の効果を、全米のPRの組織、PRSAのインタ

ビューをもとに明らかにしたい。

❹では、社会人の学びに目を向ける。日本には多くの

社会人向けの大学・大学院がある。しかし、たとえば

OECD諸国のなかで群を抜いて大学生の平均年齢が若い

日本では、社会人が学び直すことは一般的だとはいえな

い。そこにある課題は何か、課題を乗り越えるために何

をすべきかを検討していく。

大学の知を企業に取り入れるには、上記のような個人

の学び直しのみならず、仕事における大学との協業も重

要であろう。実際に、多くの大学との協業によってイノ

ベーションを起こすことを狙うダイキン工業に、その要諦

を聞いた。この、大学・大学院との協業を仕事のなかで

行うことを通じて人の育成を目指すのが、❺である。

学ぶ力・学び続ける力をいかに高めるか

そして、2つ目のテーマは「学ぶ力・学び続ける力をい

かに高めるか」である。

前回の特集で、明治大学大学院教授・野田稔氏、立命

【仕事に必要な力をいかに身につけさせるか 】

【学ぶ力・学び続ける力をいかに高めるか】 

1 仕事に必要な力を学生時代に高める

3 産業・企業を超えて職業教育を行う

大学・大学院で　　　　　　学び直す4
インターンシップで仕事に必要な力を高める2

仕事で大学・大　　　　　　学院と協業する5

大学で学び続ける力を養う6 学び直し支援の　　　　　　人事制度を導入する7

学生時代
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館アジア太平洋大学学長・出口治明氏が主張したのは、

大学は職業の専門能力よりも、学ぶ力を獲得する場であ

るべきということだった。❻では、実際にどのような場が

学ぶ力を涵養するのかについて論ずる。

❼では、学び続ける意欲を高めるために人事ができる

ことを考える。「勉学休業制度」など、学び直しを支援す

る制度を持つヤフーの事例を紹介する。

最後の❽は、中高年以降の学び直しの支援について扱っ

ている。寿命の延伸や労働力人口の減少、社会保障制度

の崩壊を防ぐ、というようなさまざまな背景から、長く働

き続ける人が今後は増える。そのための能力・スキル獲

得をどのように支援するのか、学びの意欲をいかに喚起

するのか、立教セカンドステージ大学の取り組みをもと

に考える。

常にWorks誌では、あるテーマについてページを追う

ごとに深掘りしていく、というスタイルの特集づくりをす

る。今回はある意味、一つひとつの項目が独立している

ため、❶から❽までのなかから興味のあるページを“つま

み読み”することもできる。もちろん、つくり手としては

全部読んでいただきたいが、1つでも多くの情報を理解し、

1つでも実践に移してもらうことのほうが重要である。人

が資本、人が財産、というならば、今さらいうべくもなく

一人ひとりの能力を高めることが、私たちの未来を豊か

にすることにつながるからだ。

読んでいただくにあたり、すべてに通底する1つのキー

ワードは、“壁を越える”である。大学と企業の壁はもち

ろん、個別企業の壁、産業の壁、世代の壁を越えて人を

育てる機運をいかにつくり、いかに実践していくのかが

今、問われていると思う。

� 本誌編集／入倉由理子

大学・大学院で　　　　　　学び直す

仕事で大学・大　　　　　　学院と協業する

シニアの学びの意欲を高める8
学び直し支援の　　　　　　人事制度を導入する

社会人 高齢者

出典：編集部作成
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ここでまず、若手社会人の調査か

ら、どのような学生時代の過ごし方

が仕事に必要な力を高めることにつ

ながるのかを明らかにしたい。

調査は、2020年12月〜2021年1月

に、インターネットを通じて新卒2年

目・3年目を対象に行った（調査の詳

細は次ページ）。大学の選択理由や大

学で学んだこと、課外活動の経験、

そして卒業・修了後の今、どのよう

な能力を有していると本人が認識し、

職務に対する満足度はどのようなも

のか、などについて質問した。この

調査の設計・分析については、神戸

大学大学院准教授の服部泰宏氏の協

力を得た。服部氏は調査結果をもと

に、クラスタ分析、回帰分析など統

計的手法を用いて、学生時代の過ご

し方と獲得する力の多寡の関係につ

いて、一定の結論を導き出している。

大学時代の仕事キャリアと
アカデミックという経験

図1は、大学時代の授業で経験し

たことについて聞いた10の項目の相

関を見たものである。「この10の経験

の間には一定の相関が見られます」と、

服部氏は説明する。縦の項目と横の

項目の交差したオレンジ色の部分に

特に注目してほしい。たとえば、3の

「多くの課題/宿題をこなす機会」と、

4の「自身の意見やアイデアに対して

教員などからフィードバックされる機

会」、8の「大量の情報・文献を収集し、

まとめる機会」には非常に高い相関が

あるし、4の「自身の意見やアイデア

に対して教員などからフィードバック

される機会」はまた、5の「議論やグ

ループワークなど、周囲の学生との

頻繁な相互作用を行う機会」、7の「人

前でプレゼンテーションをする機会」、

8の「大量の情報・文献を収集し、ま

とめる機会」などと相関がある。「あ

る経験をしている人は1つの経験に限

らず、ほかの多様な経験をする機会

にも恵まれている、という姿が浮かび

上がってきます」（服部氏）

さらにこれらの10の経験について、

相互に強い相関のあるもの同士をグ

ルーピングすると、「仕事キャリアに

かかわる経験（以下、仕事キャリア経

験）、アカデミックな学習経験（以下、

アカデミック経験）の2つのグループ

が浮かび上がってくる」（服部氏）と

いう。仕事キャリア経験は、図1の1

〜 7の項目、アカデミック経験は8〜

10で、前者は大学内での学びのなか

でも仕事キャリア上もそのまま役立

つと思われる項目群、後者はどちら

かといえば純粋なアカデミックな学

びにかかわる項目群である。

専攻や所属するゼミで
学習経験に分散がある

次に、仕事キャリア経験とアカデ

ミック経験について回答者のパター

ンを見たのが図2（11P）だ。「すると、

一方では高い値を示すが他方はそう

でないという人もいれば、いずれも

高い（あるいは低い）値を示す人もい

服部泰宏氏

神戸大学大学院
経営学研究科　准教授

仕事に必要な力を
学生時代に高める

1action
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る、というようにいくつかのグループ

に分かれることがわかりました。具体

的には、回答者を仕事キャリア経験、

アカデミック経験それぞれの値の高

低で分類すると、グラフのような4つ

のクラスタに分けられます」（服部氏）

大学時代の仕事キャリア経験・ア

カデミック経験の体験頻度が両方と

も高い人。両方とも低い人。そして

両方とも中程度の人、中程度のなか

で比較するとアカデミック経験が比

較的高い人。「これら4つのクラスタ

にそれぞれ一定数が存在することか

ら、大学で教えている私の実感値も

含め、専攻や所属するゼミの違いに

よって、大学生の学習経験にはかな

りの分散があることがうかがえる結

果といえます」（服部氏）

アカデミック経験が仕事に
必要な資本の形成に

これらの経験の高低が、現在、本

人が有していると感じる能力にかか

わっているのではないかという仮説の

もと、服部氏は分析を試みた。なお、

ここでは、個人の能力を、知識・技

能といったものに限定せず、豊かな人

間関係を有することや心の柔軟さなど

を含めて、広くとらえている。そのた

め、その人が有する“資本”という言

葉を用いる。「一般的に資本の種類は

3つあるといわれています」（服部氏）

1つ目は、「人的資本」である。これ

にはさまざまなものが含まれるが、今

回の調査では、「会社に貢献できるエ

ンプロイアビリティを持っている」と

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1
社会に出た後に役立つ、
実践的な知識や技能を習得する機会 1

2 職業生活／キャリアについて考える機会 .305 1

3 多くの課題／宿題をこなす機会 .212 .314 1

4
自身の意見やアイデアに対して
教員などからフィードバックされる機会 .197 .370 .413 1

5
議論やグループワークなど、
周囲の学生との頻繁な相互作用を行う機会 .205 .390 .386 .556 1

6
ビジネスパーソンなど、
大学教職員以外の人とのやりとりをする機会 .148 .340 .223 .366 .351 1

7 人前でプレゼンテーションをする機会 .194 .307 .378 .431 .463 .353 1

8 大量の情報・文献を収集し、まとめる機会 .170 .334 .422 .420 .444 .263 .490 1

9 数量的なデータの分析や数値処理を行う機会 .136 .209 .345 .309 .253 .289 .345 .517 1

10
インタビューやフィールドワークなど、
定性的なデータを収集／分析する機会 .083 .260 .206 .395 .358 .446 .373 .384 .376

図1：大学時代の経験の相関分析 高い相関がある 非常に高い相関がある

【仕事に必要な力をいかに身につけさせるか 】

調査概要

調査手法：インターネット調査
調査期間：2020年12月25日〜 2021年1月7日
有効回答数：1342人
 ＊9 〜12P、15Pの図は、当調査にもと

づき服部氏および編集部作成

大学時代の学習に関する調査 回答者1342人の内訳
性別
男性：671人（50.0％）
女性：671人（50.0％）

学歴
大学卒業者：1140人（84.9％）
大学院（修士）修了者：187人（13.9％）
大学院（博士）修了者：15人（1.1％）
社会人歴
最終学歴卒業・修了後1年以上3年未満
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いうことに注目した。実際に質問し

た項目は、「私が身につけた知識／技

能は、ビジネスの広い領域で活用で

きる」「自分自身が立てた目標を達成

するために、さまざまなアプローチ

を考えつくことができる」「仲間と議

論を共有したり、議論に貢献するこ

とに自信を持っている」である。

2つ目は「社会関係資本」で、豊かな

人脈があるかどうか、ということだ。

具体的な質問の項目は、「必要なとき

にアイデアや情報をくれる人が豊富に

いる」「プライベートな事柄について

相談できる人が豊富にいる」である。

そして3つ目は、心がタフで柔軟で

仕事に耐え得るかどうかを示す「心理

的資本」である。具体的な質問の項目

は、「困難に陥ったとき、そこから回

復するのにそれほど時間がかからな

いほうだ」「私は将来自分に何が起こ

るかに関して楽観的なほうだ」である。

ここで、図3を見てほしい。「3つの

資本いずれについても、大学時代の

仕事キャリア経験とアカデミック経

験がどちらも高い人は、値が明らか

に高くなっています。学生時代の学

習経験が、知的能力の高さ、人間関

係の潤沢さ、仕事をするための心の

しなやかさをある程度規定する、と

いう結果なのです」（服部氏）

企業の採用面接においては、どう

しても仕事キャリア経験のほうに注目

しがちである。しかし、「アカデミッ

ク経験が仕事に役立つ資本の形成に

つながっていることは、大変興味深

い」と、服部氏は指摘する。

次に、大学時代の経験の差は、社

会に出てからの職務満足度の高さに

どのように影響しているのかを見た。

これも資本と同様に、仕事キャリア

経験とアカデミック経験が両方とも

高い人は明らかに満足度が高く、両

方とも低い人とは1ポイント近くも差

がある（図4）。「学生時代の学習経験

が潤沢な資本の形成を促し、それが

就職活動の成果や仕事成果となって

現実に反映され高い満足度につな

がっている、という因果の経路が想

像されます」（服部氏）

大学入学時のキャリア意識が
豊かな学習経験につながる

では、これまでに紹介してきたさ

まざまな要因のうち、どれがどれに

影響を与えるのか。回帰分析により、

原因と結果の因果関係を読み解いて

いく（図5）。

まず、学生時代の仕事キャリア経

験、アカデミック経験という学習経験

は、それぞれどんな人で高くなってい

るのかを見る。

「学習経験が豊富な人は、まずは女

性。興味深いのは、大企業に行った

人が大学時代に熱心に学んでいた人

であったかというと、決してそうでは

ないという結果です。ダブルスクール

に行っていた人はアカデミック経験の

機会を豊富に得ていた人でもあるよ

うですが、その人たちが仕事キャリア

経験を豊富に持っていたわけではな

いこともわかりました」（服部氏）

もう1つ注目に値することは、「大

学入学時にキャリア意識が高かった

人は、アカデミック経験という意味

でも、仕事キャリア経験という意味

でも豊かな学習経験をしていること」

だと服部氏は指摘する。「ゼミの先生

が熱心だった、大学の学習環境が整っ

ていたといった大学入学後の環境だ

けでなく、個人がどのような意識で

大学に入るかによって、入学後の学

習経験が変わるということを表す結

果だといえるでしょう」

次に人的資本、社会関係資本、心

理的資本という各資本に影響を与え

るのは何かを検討した。「まず注目し

たいのは、大学入学時のキャリア意

識や留学経験が、3つの資本すべて

に影響を与えているということ。先

に見たように、アカデミック経験と

仕事キャリア経験が、3つの資本す

べてに影響を与えているという関係

が、ここでも同じく確認することが

できました」（服部氏）

インターンシップについては、社会

関係資本に対して影響を与えており、

これがゼミやサークルなどのクローズ

ドな人間関係を超えた、学内外の広

いネットワーク構築に貢献しているこ

とがわかる。また、ダブルスクールは

心理的資本には影響しているが、人

的資本や社会関係資本の構築には寄

与していないという結果が出た。

入学時点での学習の
モチベーションの高さがカギ

ここまでの分析の結果を踏まえ、

総合的には図6のような因果関係が
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考えられよう。

まず注目したいのは、大学入学時

にキャリアを意識している度合いが

高いほど、大学時代の学びが変わり、

アカデミック経験と仕事キャリア経

験をともに高いレベルで経験するこ

とになる点だ。

「そしてそのような学習経験によって、

まずは知識という人的資本、人脈とい

う社会関係資本、心のしなやかさとい

う心理的資本が高まり、そのことが順

調な就職活動の成果、さらには仕事

の成果へとつながっていく。そして、

社会関係資本と心理的資本が高まる

ことで、職務満足度も高まる。少なく

図2：仕事キャリア経験と
アカデミック経験における
クラスタ分析

仕事キャリア（低）+
アカデミック（低）
（N=269）

仕事キャリア（中）+
アカデミック（中） 
（N=529）

仕事キャリア（中）+
アカデミック（高）
（N=303）

仕事キャリア（高）+
アカデミック（高）
（N=241）

仕事キャリア経験 2.24 3.09 3.02 3.88

アカデミック経験 1.95 2.79 3.56 4.00

図3：大学時代の経験クラスタごとの資本の量の差

仕事キャリア（低）+
アカデミック（低）
（N=269）

仕事キャリア（中）+
アカデミック（中） 
（N=529）

仕事キャリア（中）+
アカデミック（高）
（N=303）

仕事キャリア（高）+
アカデミック（高）
（N=241）

人的資本 3.171 3.5085 3.6007 4.1162

社会関係資本 3.4071 3.6021 3.6568 4.1452

心理的資本 3.4006 3.5189 3.5891 4.0145

図4：大学時代の経験クラスタごとの職務満足度の高さの差

仕事キャリア（低）+
アカデミック（低）
（N=269）

仕事キャリア（中）+
アカデミック（中） 
（N=529）

仕事キャリア（中）+
アカデミック（高）
（N=303）

仕事キャリア（高）+
アカデミック（高）
（N=241）

職務満足度 3.1491 3.3828 3.6073 4.0083

仕事キャリア（低）+
アカデミック（低）（N=269）

仕事キャリア（中）+
アカデミック（中） （N=529）

仕事キャリア（中）+
アカデミック（高）（N=303）

仕事キャリア（高）+
アカデミックH（高）（N=241）

仕事キャリア経験
0

0.5

1

2

3

4

1.5

2.5

3.5

4.5

アカデミック経験
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とも社会人生活の最初の2、3年の

キャリアの成否には、このような因果

関係があるといえます」（服部氏）

つまり、総じていえば、大学入学

時のキャリア意識→大学時代の学習

経験（仕事キャリア経験／アカデミッ

ク経験）→各資本の獲得→職務満足

度という因果が確認できたといえよう。

「私があらためて注目したいのは、大

学入学時のキャリア意識が、資本の

形成、さらには就労後の職務満足度

にまで影響を与えているということで

す」（服部氏）。ただしこれは、「キャ

リア意識が高い=卒業後に就く職業

を大学入学時点で決めている」という

ことを必ずしも意味しないという。「工

学博士になって最先端の仕事をした

いから、工学部にまず入ると考える

人が成功しているというよりも、大学

生活のスタート時点で自らが選択し

た学部学科での学びに対して、ある

程度高いモチベーションを持つこと

ができているか否かがカギを握る、と

考えるべきだと思います。仮に入学

後にやりたいことが変わったとしても、

スタート時点でそのようなモチベー

ションを持つことができている人は、

新たな学びの場にも積極的に顔を出

し、進路を変更していくことができる

はずだからです」（服部氏）

つまり、入学時点でキャリア意識を

持つことの重要性は進路の早期決定

そのものにあるのではなく、入学時点

での学習へのモチベーションの高さに

ある、といえるのではないか。

キャリアのカンフル剤は
大学の内外にたくさんある

では、入学時のキャリア意識が高

くなければ、豊かな学びの経験、豊

かな資本の形成、職務満足を得られ

ないのかというと、決してそうではな

さそうだ。「データ分析の結果によれ

ば、大学時代に新しい世界へと能動

的に飛び込むような経験をすること

図5：因果関係の分析 0.01水準で有意（＊＊）0.05水準で有意（＊） 0.001水準で有意（＊＊＊）

アカデミック
経験

仕事キャリア
経験

人的資本 社会関係資本 心理的資本 職務満足度

（定数） 0.4＊＊＊ 0.319＊＊＊ 2.598＊＊＊ 2.906＊＊＊ 3.007＊＊＊  0.436

女性 0.044＊ 0.035＊＊ －0.236＊＊＊ 0.001 －0.131＊＊  －0.091

年齢 0.016＊ 0.012 0.001 0 0.001  0.017

従業員規模1000人以上 0.043 0.034 0.038 0.088＊ 0.152＊＊＊  0.018

留学経験 0.061 0.049＊ 0.155＊ 0.138＊＊ 0.16＊＊  －0.074

ダブルスクール経験 0.098＊＊ 0.078 0.105 0.14 0.191＊ 0.115

インターンシップ経験 0.043 0.034＊＊ －0.038 0.131＊＊＊ －0.048 0.007

大学入学時のキャリア意識 0.025＊＊＊ 0.02＊＊＊ 0.111＊＊＊ 0.15＊＊＊ 0.1＊＊＊ 0.086＊＊

仕事キャリア経験 0.293＊＊＊ 0.232＊＊＊ 0.16＊＊＊ 0.062

アカデミック経験 0.139＊＊＊ 0.097＊＊ 0.106＊＊＊ 0.067

人的資本 0.008

社会関係資本 0.223＊＊＊

心理的資本 0.46＊＊＊

決定係数 0.037 0.043 0.082 0.09 0.073 0.283

F値 8.417 9.648 14.393 17.067 12.749 45.008

＊ 有意水準は、数値が小さいほど分析結果に「信頼が持てる」ことを意味している。
 具体的には、0.05よりも0.01の方が、0.01よりも0.001の方が得られた結果が「確からしい（より正確には，間違っている確率が低い）」ことを表す。
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が、初期のモチベーションの違いに

よる差を挽回する契機になります。そ

の1つの象徴的な経験が、留学経験

です」（服部氏）

分析の結果、留学経験のある人は、

決して入学時のキャリア意識が高い

人ばかりではないことが明らかになっ

た。「進学時に意気揚々と留学を志し

ていた人ももちろんいますが、大学で

学ぶなかで思うところがあって留学と

いう選択をした人も少なくありません。

入学時点でのキャリア意識がどうであ

れ、留学という経験を経由することに

よって人的資本、社会関係資本、心

理的資本が増え、就職後の満足につ

ながるという、もう1つの経路がある

ことが見えてきました」（服部氏）

ただし、ここで言いたいのは、「留

学こそが大事だ」ということではない。

「むしろ、留学は、いろいろあり得る

挽回方法のほんの一例」（服部氏）な

のだろう。本当は行きたい大学があっ

たが受からなかった、目標が見えな

い、というようにモチベーションが低

い状態で大学に入ったとしても、留

学だけでなく、厳しいゼミで学ぶ、学

生ベンチャーにかかわってみる、タフ

な体育会系の部活を経験してみる、

というようなキャリアのカンフル剤は、

大学の内外にたくさんあるはずであ

る。大学での学びに対するモチベー

ションの低さを自覚している人こそ、

自らの豊かな資本形成を行うべく、こ

のような新しい世界へと飛び出して

いくことが重要である。

また、「カンフル剤の1つとして、イ

ンターンシップが機能している可能性

も十分に考えられる」（服部氏）が、

先の回帰分析によれば、社会関係資

本以外の資本に対して、強い影響を

与えていないという結果が出ている。

これは、1日から数日などの体験型や

会社説明会型インターンシップと、長

期間にわたる就業型などハードなイン

ターンシップを区別せずに扱ってし

まったため、という可能性は十分にあ

る。次ページから、インターンシップ

について詳しく見ていく。

図6：各種資本の獲得と職務満足度を高める大学時代の過ごし方

大学進学時の
キャリア意識

仕事キャリア
経験

アカデミック
経験

留学経験

濃密な
インターンシップ

経験 

人的資本

社会関係資本

心理的資本

職業世界への
現実的／本質的な

理解

就職後の
職務満足度

出典：服部氏により作成

【仕事に必要な力をいかに身につけさせるか 】
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ここでは経験するインターンシッ

プの期間とタイプによって、就業観

やキャリア観、獲得できる能力（資本）

にどのような影響を与えるのか、ク

ロス集計の結果を見ていく。

右ページの表は、前ページまでの

調査で半年以上の長期インターン

シップを経験した若手社会人と、課

題解決プロジェクト型、自社ビジネ

ス連動プロジェクト型、現場就業型

のいずれかのタイプをインターン

シップで経験した若手社会人を対象

として、「非常に重視する」「非常に

そう思う」という回答が多かった項目

に「●」、逆に「まったく重視しない」

「まったくそう思わない」という回答

が多かった項目に「×」をつけたもの

だ（「×●」は両方とも回答が多かっ

たもの）。精緻な統計的分析はしてい

ないので、全体の傾向としてとらえ

てほしいが、これを概観すると、一

定の傾向があることがわかってくる。

長期インターンシップ経験は
本質的に職場を見る力を養う

まず、長期インターンシップ経験

者のほうが、職場で重視することや

キャリア観、各種資本や満足度に対

する明確な判断基準を持っていると

いうことがいえそうだ。特に働く会

社の重視項目については、より本質

的かつリアリティのある項目の選択

が目立ち、公平に実力をみてもらえ

る環境か、先輩の活躍も含めて自分

が成長できる環境か、専門性を生か

しつつ、広げることができるか、と

いったことが意識されている。それ

と比較すると、仕事がラクか、残業

の有無、福利厚生などの優先順位は

低い。

これらの項目を参加したインター

ンシップのタイプ別に見ても大きな

違いはない。ただし、現場就業型の

場合は、人事をはじめとしたインター

ンシップの企画運営者ではなく、現

場従業員との接点が多いという特徴

があり、長期インターンシップと同

じように、仕事がラク、転勤や残業

の有無、給与などについては優先順

位が低く、より本質的な仕事の内容

を見ている可能性が高い。

時間的・人的リソースの
投入が学生の成長を促す

キャリアにおける重視項目と、現

状の自分に対する認識については、

長期インターンシップと課題解決プ

ロジェクト型に特徴が見られ、特に

各種資本、職場と仕事に対する満足

度にはすべてポジティブな影響がみ

てとれる。前ページまでの服部氏の

分析に戻れば、学生の成長のカンフ

ル剤という視点で見たとき、時間的・

人的リソースを投入して構築された

インターンシッププログラムが求め

られるということであろう。

インターンシップの期間の長短は

インターンシップで
仕事に必要な力を
高める

人の成長に寄与する
インターンシッププログラムとは

2action

2-1
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【仕事に必要な力をいかに身につけさせるか 】

どうあれ、自社ビジネス連動プロジェ

クト型と現場就業型については、簡

単な業務や雑務を担うアルバイトの

ようなリソースとして働くことも多

くあるため、それが各種資本や満足

度の形成につながっていないことが

考えられよう。

次ページより、大学や大学のゼミ、

企業の取り組みから、人の成長とい

う視点ではどのようなインターン

シッププログラムが求められるのか

を検討していく。

経験したインターンシップの期間、タイプによる若手社会人への影響
期間 インターンシップのタイプ

半年以上 課題解決
プロジェクト型

自社
ビジネス連動
プロジェクト型

現場就業型

終身雇用である
実力主義である ●
年齢にかかわらず仕事を任せてもらえる ● ● ●
男女や国籍などによらず活躍の機会がある ● ●
子供ができても仕事を続けられる
教育研修制度がしっかりしている ● ●
獲得できる知識・スキルが豊富だ ●
その会社のOB・OGが活躍している ● ●
仕事がラク
職種や領域をまたいで異動し、多様な経験ができる ● ●
大学時代に学んだ専門を生かせる ●
1つの専門の仕事を極めていける ●
海外勤務ができる ● ●
転勤がない
残業がない
リモートワークができる ●
副業ができる ● ● ●
給与が高い
休日・休暇がしっかり取れる
福利厚生がしっかりしている
職場の人間関係が良好である

将来の保障や安定を得ることは重要なことだと思う
組織での高い地位よりも、自分自身で事業を起こすほうがよい ●
組織のリーダーとして決断をするような仕事をしたい ● ●
社会に役立つと感じるような職業経験を送りたいと思う ●
仕事のやり方を自分自身で決めることのできる仕事をしたい
自分、家族、職場のニーズを統合できるような仕事が理想だ ●
専門分野で能力を発揮できたらいいと思う ● ●
難しい問題に挑戦しつづけるような仕事をしたいと思う ● ● ●
副業をするなど、1つの雇用先にとらわれずに仕事をしたい ● ● ●
結婚後（あるいは子供ができた後）には、専業主夫・主婦になりたい

私が身につけた知識／技能は、ビジネスの広い領域で活用できる ● ●
自分自身が立てた目標を達成するために、さまざまなアプローチを考えつくことができる ● ●
仲間と議論を共有したり、議論に貢献することに自信を持っている ● ●
必要なときにアイデアや情報をくれる人が豊富にいる ● ●
プライベートな事柄について相談できる人が豊富にいる ● ●
困難に陥ったとき、そこから回復するのにそれほど時間がかからないほうだ ● ● ●
私は将来自分に何が起こるかに関して楽観的なほうだ ● ●
総じて、現在の会社に満足している ● ●
総じて、現在の仕事に満足している ● ●

働
く
会
社
の
重
視
項
目

キ
ャ
リ
ア
に
お
け
る
重
視
項
目

現
状
の
自
分
に
対
す
る
認
識
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ここからは、学生を成長させるイン

ターンシップのありようについて事例

をひもときながら検討していきたい。

まず、法政大学キャリアデザイン学部

教授の田中研之輔氏が13年にわたっ

て大学で実践してきた「人を育むスタ

ンダードとしてのインターンシップ」

（田中氏）の方法論を紹介する。

求められる
仕事の“練習の場”

「学習は幼少期から親、初等・中等・

高等教育、塾などで何度でも“練習”

できます。しかし、仕事というものは

日本では新卒採用が一般的なため、

高校や大学・大学院を終えていきな

り実践に入ります。その断絶をなくし、

学習から仕事への移行をスムーズに

する、“練習の場”としてのインター

ンシップが求められると考えていま

す」と、田中氏は説明する。

田中氏は、練習の場として重要なこ

とを2つ挙げる。1つ目は、“積極的に

挑戦して、失敗できる場”であること

だ。「よくある会社説明会のような1�

dayインターンシップは単なる会社見

学会にすぎませんし、長期であっても

簡単な雑務ばかりをやらされるような

インターンシップでは失敗の機会はあ

りません。自分で考えたり、背伸びを

したりしなければできない仕事を任さ

れ、たとえ失敗してもそれが許容され

てこそ、インターンシップは練習の場

として機能します」（田中氏）

学生が仕事（のようなもの）を経験

する場としてアルバイトがある。「ア

ルバイトは否定すべくもありません。

ただし、上から指示を受けて動くだけ

のオペレーティブな職務では成長の

機会としては不十分です。たとえば多

くの学生がコンビニエンスストアや飲

食店のスタッフとして働きますが、そ

の場合、小さな居酒屋さんで店長の

右腕として経営を考える、コンビニで

発注業務を任せてもらう、というよう

な自分の頭で考えて提案することがで

きる裁量のあるアルバイトであること

が求められます」（田中氏）

2つ目は、“本人が先に描くキャリ

アとの整合性があるかどうか”だ。ア

ルバイトに、仲間もできて没頭してい

く学生は多い。「学生に問いかけるこ

とは、『その業種や職種を目指してい

るのか』。すると多くの学生は『違う』

と答えます。もちろんなんでも経験で

あるには違いないのですが、その世界

が“働くこと”のすべてと認識してし

まいます。サッカー選手を目指してい

るのに、野球のプロトコルを学ぶよう

なもので、そこでの仕事の進め方を深

く知っても練習にはなりにくいので

す」（田中氏）

仲間の存在と、適時的確な
フィードバックが重要

では、田中氏が行うプログラムとは

どのようなものか。基本的に、スター

トは2年生である。「1年生のうちは必

修の授業も忙しく、サークルやアルバ

イトなど学生生活も満喫したい。それ

を否定するのではなく、まずはやって

みればいいと伝えています」（田中氏）

2年生になると、キャリアデザイン

学部の学生のうち、1クラス25人の4

クラス、約100人が参加する授業で中

長期インターンシップを必修とする。

「条件は5日以上のプログラムである

ことです。まず、1日、3日といった

短期プログラムは排除され、たいて

いは数週間、数カ月に及ぶものを選

択せざるを得なくなります」（田中氏）

プログラムのポイントの1つは、「仲

間がいること」（田中氏）だ。1クラス

25人のうち、最初の月に数人が動き

出す。次の月にはそれが10人に増え

る。「3分の1を超えると、ティッピン

グポイントのようなもので『やらなけ

ればならない』という危機感が伝播し、

3カ月も経てばほぼ全員がインターン

人を育むインターンシップのために
大学と企業がすべきこととは

2-2

田中研之輔氏

法政大学キャリアデザイン学部
教授
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シップに出ていきます」（田中氏）。練

習の場であるため、当然失敗して学

生はへこむ。「そのとき、ほぼ全員が

同じような経験をするため、痛みを

共有したり、アドバイスをし合ったり

して乗り越えることができるのです」

（田中氏）

また、「適時的確なフィードバック

も必要」と、田中氏は強調する。「企

業内の人材育成と同様で、仕事を任

せても放置してしまうと人は育ちませ

ん。インターン中は、授業の一部とし

て週に1回の面談を行っていますし、

SNSでアドバイスすることも頻繁に

あります」

授業でも前の席を陣取る
学びの姿勢が変わる

1社目のインターンシップ経験で、

学生は大きく変わるという。サークル

やアルバイトでそこそこうまくやって

きた学生が、はじめて「これではだめ

だ」「自分には何もできない」という経

験をするからだ。「学生は、とてもピュ

アです。できないとわかると、大教室

の後ろのほうの席に座っていた学生が

どんどん前の席を陣取るようになる。

授業の取り組み姿勢も大きく変わって

きます」（田中氏）

田中氏は、「少なくとも3年生まで

に3社経験したほうがいい」と言う。

「理由の1つは、学生たちがインター

ンシップを経て、自分に足りないと

思った部分を大学で学ぶことを繰り返

し、グングン成長するからです。入学

時には受け身だった学生が主体的に、

指示待ちだった学生がクリエイティブ

に、というようにです」（田中氏）。ア

ルバイトを掛け持ちしていた学生が、

インターンシップでの経験の豊かさを

実感し、アルバイトを1つに減らし、

そのうち全部なくして、インターン

シップと大学の授業に没頭するなど、

自分が持つ限られたリソースの使い方

を変えるケースもある。

もう1つは、ミスマッチを防ぐとい

う理由だ。「私のゼミの学生が、接客

業を志し、ホテルでの泊まり込みのイ

ンターンシップを経験した後、『自分

はホテル業向きではないことがわかり

ました』と言いました。インターンを

通じた“違う”という気づきも、重要

な経験なのです」（田中氏）

社会全体としていかに
人材力を高めるかという視点

このようなプログラムを実践するの

に欠かせないのが、「学生にインター

ンシップの場を提供してくれるパート

ナーとしての企業」の存在だ。「今、多

【仕事に必要な力をいかに身につけさせるか 】

学生が成長するインターンシップ

出典：田中氏への取材をもとに編集部作成

受け身・
指示待ち

インターンシップ （中長期・練習の場・キャリアとの整合性）

大学：インターンシップの制度化による後押し、適切なフィードバック

企業：成長が期待できる課題・仕事の設定、失敗の許容、ネットワークの提供

仲間：失敗や学びの共有、励まし

主体的・
クリエイティブ

失敗
失敗

失敗

17Works No.166  Jun–Jul 2021



くの企業で行われているのが、採用目

的の短期型プログラムです。採用目的

であっても、その学生の数日、つまり

“点”を見るだけでは学生の成長の可

能性を見極めるには不十分です。ここ

まで言ってきた通り、学生は場を与え

れば成長する。その成長曲線まで見

られるインターンシップの設計が求め

られると思います」（田中氏）

また、「自分の会社で働いてもらう

ことだけを想定するのは、もはや前時

代的な考え方だ」と田中氏は強調する。

「これだけ流動性の高い時代に、自社

でずっと働いてもらうのは難しいと考

えたほうがいいでしょう。それよりも、

社会に送り出す若者たちの能力をい

かに高め、社会全体としての人材力

を高めていくのか、という考え方にシ

フトすべきです」

田中氏がインターンシッププログラ

ムをともに行う企業の多くは、小規模

から中規模のベンチャーがほとんどだ。

「人が足りない、やってほしい仕事が

たくさんある。若い力やアイデアを活

用したいという企業と、インターン

シップに参加したい学生のニーズが

合致しているためではありますが、若

い経営者が人材育成という社会的責

任を強く意識していることも大きいで

しょう」（田中氏）

企業として人材育成の社会的責任

を負うこと、若い力やアイデアを必要

としているのは大手企業も同様だろう。

どのように大学と連携し、有効なプロ

グラムをつくっていくのか、すべての

企業にぜひ考えてほしい。

人を育むためのインターンシップ

を行うにあたり、大学と企業の連携を

どのように促すのか。京都産業大学

准教授として同大学のインターンシッ

ププログラムを主導し、インターン

シップの産学の協働の実現を目指す

産学協働人材育成コンソーシアム（以

下、CIAC）の代表理事を務める松高

政氏は、「連携は必ずしもうまくいっ

ているとはいえない」と話す。「問題

の1つは、インターンシップの関係者

である学生、企業、大学それぞれの

目的があいまいであり、共有されてい

ないことにあると思います」

課題は目的の明確化と
コミュニケーションの改善

インターンシップは、ほとんどの学

生にとっては就職活動の一環である。

企業もその多くは、採用活動を目的と

しているが、それを明示するケースは

極めて少ない。表向きは学生や社員

インターンシップにおいて
大学と企業の連携をどのように促すのか

2-3 の人材育成、社会貢献を謳うが、そ

こに振り切れている企業はごくわずか

だ。「私たち大学関係者は、学生が本

人にとってよりよいキャリアを形成し

ていくために、就職活動前に働くこと

や仕事について向き合ってほしいと考

えます。学生、企業、大学の思惑が

微妙にずれて、それが解消されてい

ない状態でインターンシップを行うと、

実施するプログラムの目的や内容にも

アンマッチが生じ、得られる成果がそ

れぞれにとって限定的になるのは仕

方のないことでしょう」（松高氏）

もう1つの問題は、大学と企業のコ

ミュニケーションの難しさである。松

高氏によれば、大学と企業は「対等な

関係を結びにくい」という。「インター

ンシップのときには、大学は学生を受

け入れてもらうために企業に頭を下げ

ます。一方、採用において企業はでき

るだけいい人材を送ってもらおうと大

松高 政
まさし

氏

産学協働人材育成コンソーシアム　代表理事
京都産業大学経営学部　准教授
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【仕事に必要な力をいかに身につけさせるか 】

学に対して気を使う。このような常に

どちらかが優位に立つ状態では、お

互いに心を開いてなんでも言い合う関

係にはなりにくいのです」（松高氏）

松高氏は、インターンシッププログ

ラムで長くかかわる企業に対しては、

ここがよかった・改善すべきと忌憚の

ないフィードバックをする。「すると、

プログラムがどんどん改善されて、学

生の満足度が上がっていきます。企

業が得られるインターンシップの果実

は、いい人材の採用につながるだけで

なく、携わる若手社員の育成、社内の

活性化などさまざまありますが、それ

が偶然に起こったことだと再現性があ

りません。何がそれをもたらしたのか

を明らかにして、大学との連携のなか

で仕組みに組み込んでいく必要があ

ると考えています」（松高氏）

オンラインで何ができるか
真剣に模索した

その仕組みをあらためて考える機

会は、コロナ禍という不幸な出来事に

よってもたらされた。

2020年夏、CIAC主催で5日間にわ

たるリモートインターンシップを実施

した。ここには、全国17大学61人の

学生、業種もバラバラの15の企業の

社員が参加した。Zoomのブレイクア

ウトセッション機能を使って、各社の

社員とともに課題に取り組む就業体

験実習を行う、というものだ。

「コロナ禍で人が集まれないなか、

多くの企業が独自にオンラインのイン

ターンシップを開催していましたが、

それは名ばかりで、内容的には採用

を目的とした会社説明会であること

がほとんどでした。これがオンライン

時代のインターンシップのスタンダー

ドになってはならないと考え、オンラ

インで何ができるのかを真剣に検討

しました」（松高氏）

松高氏をはじめ、CIACであらため

て「何のためにやるのか」を議論した。

実は、CIACではコロナ禍前にリアル

の場で、「社員と学生のコラボ研修」

を実施してきた。「若手社会人と学生

が“働くこと”をともに考える場です。

同じ社会人の話を聞くにしても、会

社の事業紹介だと学生は睡魔との闘

いになるのですが、どう働きたいのか、

どう生きたいのかという社会人の話に

は目を輝かせます。一方、話す側も

普段は考えたことのない自らの働き

方・生き方を真剣に考える機会とな

り、彼らの成長の場として機能してい

ます。学生にとって、3年生の夏の段

階での企業選び、職種選びはまだ実

感がわかないので、リモートインター

ンシップも採用色を一切排して『学生、

社員それぞれが生き方・働き方を考

えるキャリア形成』を目的とした教育

プログラムとしました」（松高氏）

実際に行われたインターンシップ

は3日間。1日目の午前は全員が参加

し、「『働く』とは何か」「『仕事』とは

何か」「今後のキャリアビジョン」につ

いて参加企業の社員に語ってもらっ

た。その後は、各社に分かれてリモー

ト就業体験をし、3日目には最終報告

会を各社で行う、というものである。

学生、大学、企業がともに
つくっている感覚を醸成

ここに至るまでの事前準備には、関

2020年に行われたリモートインターンシップ。学生、企業の若手社員、大学の教職員がオンライン上で同じ
目的のもと、一同に介した。
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係者全員がかなりの工数をかけてい

る。参加企業の社員向けには丁寧な

オリエンテーションをオンラインで

行った。「“働く”とは何か、�“仕事”と

は何か、今後のキャリアビジョンにつ

いて、学生が腹落ちするように説明

できる準備をしてください、と伝えま

した」（松高氏）。学生側にも事前に目

的が共有された。そして、社員・学

生双方に自己紹介動画の作成をお願

いした。その作成法についてはデジタ

ルハリウッド大学の講師の指導による

事前学習をオンラインで実施し、

Slack上に全員分の動画をアップロー

ドして、事前に閲覧できるようにした。

大学側に求めたことは、学生を5名

程度、参加企業を1社集めて参加する

ことだ。その対応に責任を持つことの

ほか、自分の大学の学生が参加して

いるプログラムに必ず参加することを

条件とした。「対面で行うインターン

シップの場合、大学関係者は学生を

送り出した後、見学する機会がないの

でどのようなことが実際に行われてい

るのかわかりません。今回、オンライ

ンなので、5分でも10分でも学生の

様子や、プログラムの内容を見ること

ができる。さらに学生や企業にフィー

ドバックする役割もお願いしました。

企業とともにインターンシップをつ

くっている、という感覚が得られたの

ではないかと思います」（松高氏）

学生側、企業側からの「この企業の

プログラムに参加したい」「この大学

の学生に参加してほしい」という要望

は一切受け付けず、CIAC側が適宜振

り分けた。「それでも目的を明確にし

ていたため、一切不満は出ませんで

した。参加企業はまたやるならばぜ

ひ参加したいと言い、最終報告会で

涙を流す学生もいるなど、大変密度

の高い時間を過ごすことができたよう

です」（松高氏）

松高氏が今、模索するのは、「対面

に戻ったときに、リモートで得た学び

をどう生かすか」、つまりどう再現し

ていくか、である。「あらためて目的

の共有と、共有していくプロセスのな

かで同じ目的に向かって学生、企業

とその社員、大学教職員が全員で汗

をかき、協力してつくり上げることの

重要性に気づきました。職場という

異質な場で異質な人と接することの

目新しさに頼るのではなく、目的を明

確にして、その達成のために内容を

緻密に構成することができるかが問

われると思います」（松高氏）

短期間の濃密なインターンシップ
プログラムをいかにつくるか

2-4 ここからは、企業が実施するプログ

ラムの事例を2つ紹介する。

1社目は、データを活用して企業の

経営変革を支援するブレインパッド

である。同社では、ビジネス課題や

社会課題を解決するための解析ロ

ジックを生み出すデータサイエンティ

スト、データ分析基盤などを構築す

るエンジニア、クライアントとともに

データ活用によって成果を出す道筋

を構想する営業・コンサルタントが活

躍している。「インターンシッププロ

グラムはそれらの人々が担う実務を可

能な限りリアルに体験できるように設

池田淳一氏

ブレインパッド
人事本部人事部長

森川なな子氏

ブレインパッド
人事本部人事部新卒採用担当
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計しています」と、同社人事本部人事

部長の池田淳一氏は説明する。

インターンシップに
“社員全員”がコミット

具体的には、ビジネスコース、デー

タサイエンティストコース、機械学習

エンジニアコース、自社サービス開

発エンジニアコースの4つのコースが

あり、期間・人数・プログラム内容は

まちまちである（上図）。「コースにも

よりますが、参加するのは主に修士

課程や博士課程の理系の学生たちで

す。採用につなげたいという思いもあ

りますが、広い意味での“仲間づくり”

が最も大きな目的です。新卒で当社

に入社しなかったとしても、数年後、

経験を重ねて中途入社してくれるこ

ともあるし、同じ業界のなかで協業

する機会もある。インターンシップを

採用活動としてとらえるのではなく、

長期にわたり仲間になれるかどうか

の一期一会の機会ととらえ、人事を

はじめ、会社全体でそのありようを体

現しようとしています」（池田氏）

そのため、“社員全員”がインター

ンシップにコミットする。「人事とし

ては、多忙な社員にいかにコミットし

てもらうか、ということを常に考えて

います」と話すのは、同社採用担当の

森川なな子氏だ。たとえば、1週間に

わたり実施されるデータサイエンティ

ストコースは、最初の1日は同社の仕

事で求められるスキルのトレーニング、

2日目前半は分析の基礎講座を行い、

そしてそれ以降は実データを用いて

実際のビジネス課題を解決し、最終

日に同社の役員や部長陣などにプレ

ゼンするというものだ。

「このプログラム全体の統括も、1日

目、2日目の講義もデータサイエン

ティストの社員が務め、チームに1人

ずつつくメンターもデータサイエン

ティストです。懇親会には1年目、2年

目といった若手社員に参加してもらう

など、インターンシップ中に10人以上

の社員に触れてもらえます」（森川氏）

このように多くの社員がコミットす

るプログラムにこそ、参加者を引きつ

けるポイントがある。

現場での就業体験よりも
実務に近い濃密な課題解決

1つは、「自社のリアルなプロジェ

クトを中心にピックアップしているこ

と」（池田氏）だという。「普通のイン

ターンシッププログラムは、学生にも

なんとか解けそうな課題を設定しま

す。しかし、私たちが提示するのは、

当社の社員が実際にクライアントとと

もに取り組んだリアルな課題です。

データはもちろんインターンシップ用

に加工していますが、課題そのもの

がリアルであるため、社員が出した答

えだけでなく、解やそこに至るアプ

ローチは数多あり、他者の視点での

新しい解に気づく醍醐味があります。

実務の現場ではありませんが、実務

に近い濃密な体験を短期間でするこ

とができます」（池田氏）

現場での就業体験には課題がある

とも言う。「たとえばトレーナー的な

人に半年ついて、その人の補佐をし

たとします。当然に学びはありますが、

そのトレーナーが携わること以上の

【仕事に必要な力をいかに身につけさせるか 】

ブレインパッドのインターンシッププログラム

出典：ブレインパッドの取材をもとに編集部作成

コース 内容 期間 参加人数

ビジネスコース 社会の課題を解決するコンサルティングワークの実務体験。
グループワークで課題解決 2 〜 3日間 1クール20人

（2クール）

データサイエンティスト
コース

実データを使って、ブレインパッドの
データサイエンティストの分析・課題解決の実務を経験する 1週間 1クール16人

（2クール）

機械学習
エンジニアコース

実際の案件について、
よりよい課題解決のためのプログラムを提案する

4週間
（2020 年まで、2021年は 3日間） 3人

自社サービス開発
エンジニアコース

自社プロダクトを使って
ビジネス課題を解決する開発をチームで行う 1週間 1クール3人×

2チーム（2クール）
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経験はできません。トレーナーがあ

る意味、リミッターになってしまう可

能性があるのです」（池田氏）

また、インターンシップ参加者たち

は、絶対に同社に入社したい、という

ような人ばかりでなく、この分野だか

らこその悩みや不安を抱えてやってく

る。「修士や博士課程の学生は、もと

もと研究が好きな人たちが多い。会

社に入社したら学ぶ機会がなくなる

のではないか、という不安を感じてい

ます。また、自分の研究がどのように

ビジネスに生きるのかイメージできな

い、という人も少なくありません」（森

川氏）。これに対して、現場のデータ

サイエンティストたちが自身の経験を

踏まえ、社内の勉強会が豊富である

こと、カンファレンスなどへの出席も

推進していること、その時間がとれる

ことなどを説明する。また、課題を解

決していくプロセスやデータサイエン

ティストとのやり取りのなかから、研

究領域と仕事の関係を見出す機会が

得られる、というわけだ。

参加者が出す“解”に
社員たちがワクワクする

「このために人事は、社員たちの大

学や大学院での専攻、研究領域をで

きるだけ把握しようとしています。イ

ンターンシップの選考の面接官やメ

ンターなどに、参加者と同じ、あるい

は近い領域の社員をアサインしたい

と考えています。学生と親和性の高

い社員をアサインすることで、専門性

を突き詰めてアカデミックな道を目指

すのか、ビジネスの世界でその専門

性を生かすのかで迷う学生の悩みに

対してよりリアリティのあるアドバイ

スができるからです」（森川氏）

多忙な社員たちにコミットしてもら

うための努力も怠らない。「まずは、

現場に入っていき、一人ひとりの社員

の業務の繁閑を知ろうとしています。

あまりに多忙な社員には負荷をかけな

いようにしていますし、1人の負担を

減らすために多くの人数をアサインす

るなど工夫もします」（森川氏）

そのうえで、プログラムのなかには、

社員も楽しめる仕掛け、学びの機会

が組み込まれている。「先にお話しし

た通り、参加者に提示するのは、当

社が扱ったリアルなプロジェクトです。

自分たちが解いたクライアントの課題

を、参加者たちはどんなアプローチで

解き、どのような解を出すだろう、と

社員も常にワクワクしています。予想

を超えたもの、驚きのあるものが出て

くることもあるのです」（池田氏）

インターンシップを経て入社した

人が多く活躍する同社では、「優秀な

仲間が社内外に増えるのは、自分た

ちの生産性の向上に確実に寄与する、

と全員が体感している」（池田氏）。そ

れが多くの社員がインターンシップに

コミットする最大の理由だという。

学生・企業双方のインターンシップによる
価値をいかに高めるか

2-5

次に、2社目のアドビの事例を紹介

したい。アドビは35カ国に展開し、

毎年世界でインターン生を1000名程

度受け入れる。同社の社員数2万

2000人からすると、その受け入れ人

数はかなり多い。「日本では受け入れ

人数は若干名であるものの、アドビ

のインターン生には有給できちんと

働いてもらい、スキルや経験、人的

ネットワークを持ち帰ってもらうよう

にしたいという考え方は全世界で共

通しています」と話すのは、同社人事

部シニアマネージャーの杉本隆一郎

氏だ。「また、インターンシップの期

間が基本的に長期であることは、他

国の法人と同様です。インターンシッ

プの選考面接でそれぞれの志向や大

学でやってきたことを聞いたうえで、

その人にできるだけ合った仕事をア

サインするようにしています」

個人に合わせて仕事を
カスタマイズしていく

配属は、基本的に1部署に1人ずつ。

マーケティングや経営企画、カスタ
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マーサポートなど多岐にわたる。「夏

の時期には、インターン生がくること

がわかっていますから、それを前提

に各部署で仕事を用意しています。

それは単に補助的な業務をこなすア

ルバイトということではなく、一定の

役割を担ってもらい、そのうえで第

三者的な視点から業務プロセスの改

善を提案してもらったり、アドビ製品

を使ってそのフィードバックをしても

らったりします。開発部門を持つ米

国では、コンピュータサイエンス専

攻の学生が新しい製品のアイデアを

出すプロジェクトに参加する例もあり

ます」（杉本氏）

現場での就業体験であっても、こ

のように業務を個人に合わせてカス

タマイズしていくことで、学生は豊か

な経験やスキルを獲得できるという

ことだ。また、人的なネットワークを

得られるような工夫もしている。「あ

る特定の部署にインターン生として

やってきて、ひっそり仕事をして終わ

り、ではありません。社員のイベント

でインターン生を紹介し、社員に声

をかけてもらえる雰囲気を醸成して

交流の場を設けています」（杉本氏）

また、もう1つの特徴は、グローバ

ルでの交流ができることだ。「世界中

のインターン生が参加できる『イン

ターンプロジェクトエクスポ』という

オンラインイベントを開催しています。

インターン生がインターンシップ中に

行った仕事やプロジェクトを、全社

員に紹介し、優秀だと思うものに投

票して社員がコメントすることもでき

るものです。その国の法人・配属さ

れた部署の社員だけでなく、世界中

のインターン生や社員とつながる機

会を提供しています」と、人事部タレ

ントスペシャリストの谷澤ジェニ

ファー氏は説明する。

インターンシップは、同社の業務

全体の一部であり、また、カルチャー

として組織に根付いている。

学生に求める長期間、
フルタイムのコミットメント

このように、会社がインターン生に

コミットするぶん、学生にもコミット

メントを求める。期間は数カ月にわた

り、基本的にはフルタイムで参加して

もらう。「そのため対象は、時間的に

余裕がある大学4年生、修士2年生で

す。長期で参加してもらったほうが、

任せられる仕事が多くなります。1週

間で終わりとなれば、受け入れ側も

『これを教えてもすぐいなくなる』と

思ってしまいますが、2カ月、3カ月

という見通しが立てば、このミーティ

ングにも参加してもらおう、これも覚

えてもらおうと考えるのです。受け入

れ部門の人たちも、必ず『どれくらい

いてくれるんですか？』と聞いてきま

す。インターン生に対する期待は高

く、社員たちもやってくるのを心待ち

にするようになっています」（杉本氏）。

結果、受け入れ側はしっかり仕事を

してもらうことができ、学生側も持ち

帰るものが多くなるというわけだ。

対象者が大学4年生、修士2年生と

いうことに、驚きを感じた読者も多い

のではないか。「そもそも、採用目的

のインターンシップではありません。

私たちの製品を、学生という若い世

代に使ってもらい、そのプロセスで彼

らの視点や意見をもらうことを主眼と

しています。とはいえ、長期的な意

味では“人材育成”です。アドビのイ

ンターンシップをきっかけに能力やス

キル、ネットワークを獲得し、社会の

なかで活躍してもらいいつかアドビ

で一緒に働きたい、そんな期待もあ

ります」（杉本氏）

杉本隆一郎氏

アドビ
人事部シニアマネージャー

谷澤ジェニファー氏

アドビ
人事部タレントスペシャリスト
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欧米では産業・企業を超えた職種

別の組合や協会が存在し、そこで学

生をプロに育て、プロとつなぐネット

ワークの役割を担う。実際にそれはど

のような組織でどのように運営されて

いるのか、どのような人々が参加し、

どのような仕組みで学生を育てている

のか。これらについて米国最大のパブ

リックリレーション（以下、PR）のプロ

フェッショナル組織、Public�Relations�

Society�of�America（以下、PRSA）、

その学生組織であるPublic�Relations�

Student�Society�of�America（以下、

PRSSA）に話を聞いた。

キャリアのあらゆる段階の
会員に成長の機会を提供

PRSAの設立は、1947年と歴史は

古い。大手PR会社ランバートのマ

ネージングパートナーであり、PRSA

の会長を務めるミッシェル・オルソン

氏は、「PRSAの主な目的と使命は、

キャリアのあらゆる段階の会員に、学

習、専門的および個人的な成長、そ

してネットワーキングの機会を提供す

ることです」と説明する。現在、米国

を中心に世界に約3万人の会員を擁す

る。会員の約3分の2は一般企業や

PRエージェンシー、フリーランスで

働く人々であり、残りの約3分の1は

学生だ。「学生たちはPRSAの学生組

織であるPRSSAに所属し、375の大

学のキャンパスで活動しています」（オ

ルソン氏）

PRSAの具体的な活動は、ワーク

ショップやオンデマンドのウェビナー、

国際的な年次会議を含む地域や国内

のイベントなどさまざまな方法で、情

報や知識を会員に提供することだ。「こ

れらの全国的なプログラムに加えて、

国内の支部でも独自の学習やネット

ワーキングの機会をつくり、提供して

います。また、PRの専門性を証明す

るAccreditation� in�Public�Relations�

（APR）という資格の認定を行っていま

す。これらの恩恵は、学生の会員も当

然、受けられるものです」（オルソン氏）

企業もPRのプロも学生を
未来の担い手として支援

PRSSAは大学や大学院でPRを専

［米国事例］
産業・企業を超えて
職業教育を行う

3action

ミッシェル・オルソン氏

PRSA 会長

キャロリン・ロク氏

PRSSA 前代表

24 Works No.166  Jun–Jul 2021



【仕事に必要な力をいかに身につけさせるか 】

攻している学生に限定した組織では

ないが、やはりその多くはPRやコミュ

ニケーションを学んでおり、彼らに

とっては知識やスキルを獲得する重

要な場だ。「大学ではPRの理論から

デジタルメディアのつくり方、メディ

アリテラシー、ストーリーテリング、

編集など具体的な手法まで学びます

が、あくまでもアカデミックな追求が

その学びのほとんどです。PRSSAで

の活動を通じて、現場で活躍するプ

ロから、より実践的な現場のノウハウ

を学ぶことが可能なのです」（オルソ

ン氏）

そして、学生たちは企業、政府、

NPOなどでインターンとして働くこと

で、リアルな職場体験を積むことがで

きる。また、PRSSAには学生主導の

PRエージェンシーが組織されており、

クライアントの企業に対して、PRの

実務に携わる機会もある。「PRSAの

プロが指導もしますが、基本的に実務

を担うのは学生のチームです。企業か

らお金をいただき、プロとして活動で

きるスキルを蓄積し、また、学生のうち

にプロやクライアントとのネットワー

クを構築できるのです」（オルソン氏）

こうした場は当然、企業の支援な

しには提供できない。「私たちにとっ

て企業に支援してもらうのは、それ

ほど難しいことではありません。企業

の人々も、学生を未来の担い手とし

て認識しているからです。それは

PRSAに所属するプロたちも同様で、

若い世代にスキルを身につけてもらう

ことがPRという仕事の地位の向上に

つながっていくと認識しています」（オ

ルソン氏）

大学での学びと現場での
実践の大きなシナジー

学生の活動は、実際にはどのよう

なものか。2020年度にPRSSAの代

表を務めたキャロリン・ロク氏は、

2021年にフロリダ大学を卒業し、グ

ローバルに展開するマーケティング

コミュニケーションエージェンシーへ

の就職を決めた。

米国では、大学生が卒業してすぐ

にフルタイムの仕事を獲得することは、

日本のように“当たり前”のことではな

い。それには、「大学、そしてPRSSA

での活動を通じてネットワーク、リー

ダーシップ、プロジェクト管理、ソー

シャルメディア戦略、デジタル分析な

ど、幅広いスキルを身につけることが

できたことが寄与していると思う」（ロ

ク氏）という。

PRSSAでの活動は多様である。

「2020年度の代表の職務として、コ

ミュニケーションが重要であるにも

かかわらず、コロナ禍で対面での活

動が制限されました。大変厳しい状

況でしたが、オンラインでチームを

リードする経験は大変いい勉強にな

りました」（ロク氏）

また、コミュニケーションエージェ

ンシーや地元の劇場、大使館など、

多様な場で長期インターンを経験し

た。PRSSAのPRエージェンシーで

は、コカ・コーラなどの大手企業や地

域の企業をクライアントとして実務経

験を積んだ。「大学で学んだことを拡

張して、プロの方からより専門的にそ

れを実行する方法を学ぶことができ

ました。大学での学びと現場での実

践の大きなシナジーがあったと思いま

す」（ロク氏）

ロク氏は、就職してからもPRSAの

活動を続けたいという。「数年の経験

を積んだ後、次世代の学生を教えた

いと思っています。私がお世話になっ

たプロの方々は、私の個人的、職業

的な成長に多大な影響を与えてくれま

した。いつか私と同じ立場になる学生

たちに恩返しをしたいと思っていま

す」（ロク氏）。このようにして、プロ

がプロを育成する仕組みが受け継が

れているというわけだ。

プロとしての知識、スキルを
大学から得てアップデート

オルソン氏はもう1つ、大学とプロ

組織、企業の協業の形を提示してく

れた。「プロとしての知識・スキルの

アップデートを高等教育機関や大企

業から情報を得て行っています。そし

て、大学で教える内容が最新のもの

に更新されているのかという確認も私

たちの組織の重要な仕事の1つです。

特にこの10年、ITの進化によってPR

で求められるスキルは大きく変容して

います。プロとして現場で求められる

ことと、大学で学んでいることの整合

性が取れているかも、次世代を担う

若手がPRの世界で活躍していくには、

大変重要なことだと考えています」（オ

ルソン氏）
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ここでは、「社会人の学び直し」につ

いて考える。既に述べたように、現在

の日本では大学や大学院での社会人の

学び直しは一般的ではない。そこにど

のような課題があるのか、この状況を

変えるために企業は何ができるのか。

長年専門誌の編集を通じ、社会人学習

の促進に携わってきたリクルート進学

総研の主任研究員、乾喜一郎氏は、「学

習習慣を持つ社会人と学習に背を向け

ている社会人では、その課題は大きく

異なります。それが整理されないまま

議論されていることに、そもそもの問

題があるのです」と指摘する。

自律的な学習者は
働く人々のうちの2割程度

「どれくらいの社会人が学んでいるの

かについてはいくつかの調査がありま

す。たとえば内閣府の『生涯学習に対

する世論調査』（2018年）では6割程

度が学んでいると回答している。一方

で、リクルートマーケティングパート

ナーズの『学び事・習い事の実施率に

関する調査』（2018年）では、年代・

性別ごとの調査のため幅はありますが、

9.3％〜 24.3%とかなり低くなる。こ

の数字の違いは、何を“学習”と捉え

るかという定義の違いによるもの。そ

れを読み解くと現状が見えてきます」

（乾氏）

前者には、職場での研修からネット

での調べものまで、学習にかかわる行

動がすべて含まれる。一方後者は自

分の意思と費用負担で能動的に学習

を実施した人の比率だ。「自らの意思

によるかどうかで、このように大きく

数字は変わります。特に実施率が低く

なるのは40代、50代の男性。50代の

男性では10％を切ってしまうほどで

す。この世代の男性の多くは自発的に

学習を実施しようという意欲が薄い。

一方で、所属企業から十分な教育投

資をされていないと感じることが多い

女性や、バブル崩壊後に教育訓練費

が減少してから入社した35歳以下の

世代の実施率が高いのは、学習は自

分で行うものという認識があるからで

しょう」（乾氏）

乾氏の実感では、「概ね、働く人々

の2割程度が自律的な学習習慣を持つ

人々」だという。「残りの8割のうち4

割は所属企業からの指示があれば学

ぶという人々、いわば“業務上学習者”

です。残りの4割は、職場からの指示

も、学習による効果を実感する機会も

なかった人々です。結果、学習を実

施したことがない。この2割・4割・4

割の人々それぞれの学習実施に向け

た課題は異なっていますし、当然その

乗り越え方も違います。一緒くたに議

論していては有効な解決策は見出せ

ません」（乾氏）

大学・大学院で
学び直す

4action

乾喜一郎氏

リクルート進学総研　主任研究員
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学びたくても学べない
社会人大学院の高額な費用

８割を占める業務上学習者や非実

施者については、まずは丁寧な学び

への興味喚起が必要になる。一方で、

2割の自発的な学習者は放っておいて

も問題がない、と考えるのは早計だ。

「社会人大学院で学ぶ人は学習実施者

のうち2〜 3%ですが、そこには問題

がよく表れています。日本は学びたい

と思ったからといって、皆が学べる環

境ではないのです」（乾氏）

1つは、お金の問題である。社会人

大学院で学ぶ人々は10年以上ほぼ横

ばいだという。「ただ、その中身は大

きく変わりました。以前は企業派遣、

会社が学習費用を負担している人が

多かったのですが、現在では一部を

除いて自費で入学する人がほとんどで

す。日本の大学院の学費は修士課程

で総額200万円から300万円と、国が

負担していて無償で学べる北欧諸国

や数万円程度のドイツやフランスなど

と比べて著しく高額です」（乾氏）

日本でも2014年度から、従来の教

育訓練給付制度を拡充した専門実践

教育給付金が制度化され、支給上限

が最大7割まで引き上げられた。これ

は大きな前進ではあるが、「改善の余

地は大きい」（乾氏）という。まず金額

には年間56万円という上限が設定さ

れている。つまり年間100万円の学費

だとすると、44万円が自費負担とい

うことになる。また、1度制度を利用

すると、3年間は使えない。「これが

実は、とても大きな問題だ」と乾氏は

強調する。「多くの人は、いきなり社

会人大学院に進学するのではなく、さ

まざまな学習機会を通じて問題意識

が高まり、その帰結として大学院への

入学に至ります。その過程で、たとえ

ば『履修証明プログラム』など、数カ

月間・30万円の課程を受講される人

も多い。こちらで制度を利用してしま

うと、続けて学ぼうとした大学院では

制度が使えません。いちばん学びの

気持ちが熱くなっているときに、お金

の問題で延期せざるを得ないことも少

なくないのです。変化が小さく将来が

見通せた時代につくられた、単発的な

学び直しを前提としてできた制度です

から、改善が必要なのです」（乾氏）

上司に理解されないから
隠れて学ぶ・断念する

職場における問題もある。日本経済

団体連合会が経団連関連委員会委

員企業などを対象に行った「大学等

が実施するリカレント教育に関する

アンケート調査」（2021年2月）では、

41.5％の企業が「大学等が実施するリ

カレント教育プログラムの受講を指

示・奨励している」と回答している（上

図）。「しかし、現場にその経営の意思

が伝わっているかどうかは疑問です。

私は、働きながら大学院に通う人を多

く取材してきましたが、大学院で学ん

でいることを人事には報告していても

現場の上司には言っていない、という

人も少なくありません」（乾氏）。その

理由は、理解が得られないからである。

「先に紹介したように、上司の世代は自

発的学習者が少ない世代です。自分に

経験がないから、社外で学ぶ価値が理

解できない。週末に大学院で学んだこ

とが職場の雑談で話題に上るだけでも、

1人の学びが組織に還流するのに、非

常にもったいない。現場のマネジャー

がそういう状態なのは、経営や人事の

責任ではないでしょうか」（乾氏）

隠れてでも学ぼうとする強い意志を

持つ人ばかりではない。学びたくても

組織の理解や支援が得られず、あるい

は得られないと思い込み、断念する人

は少なくないだろう。社員の学び直し

大学等が実施するリカレント教育プログラムの受講について

出典：「『大学等が実施するリカレント教育に関するアンケート調査』結果報告」（2021年、日本経済団体連合会）

これまで指示・奨励
したことはない

35.4

受講を指示・奨励はしていないが、
自発的に受講している社員はいる

15.9

把握していない 3.7

過去に受講を指示・奨励
したことがあるが、
今は行っていない

3.7

受講を指示・奨励している
41.5

27Works No.166  Jun–Jul 2021



を歓迎するならば、経営の意思を隅々

まで行き渡らせること、あるいは34

ページのヤフーのように学び直しを支

援する制度を導入する必要があろう。

もう1つ、社会人大学院で学ぶ人の

数が伸びない理由は、前回の特集でも

指摘した学位というものの価値の低さ

だ。「マネジャーや部長クラスの募集

で修士や博士が要件となることも多い

諸外国と異なり、内部昇格が多い日本

では転職市場でも大学院での学位が問

われることは少なく、また入社時の給

与差もあまりありません。これまで自

発的に学んでいない８割の人びとには、

わざわざお金を出して大学院に行くメ

リットがイメージしにくいのです」（乾氏）

しかし、この状況は徐々に変わりつ

つある。「グローバル企業が海外で教

育を受けた優秀な人材を獲得しようと

したとき、修士や博士の学位を持つ人

にはそれなりの金額を用意しなければ

なりません。国内では、IT系企業のエ

ンジニア採用で同じことが起こってい

ます。学位というものの評価が、今後

変わっていく可能性は十分にあるで

しょう」（乾氏）

大学院での学びでこそ
得られる体系性・普遍性

そして、学位の評価にかかわらず、

「大学院で社会人が学ぶ価値を、企業

はもっと認識すべきだ」と、乾氏は強

調する。社会人が学ぶ場は、民間ス

クールから各種のオンライン講座、

YouTubeの動画に至るまで多様にある。

そのなかにあって、大学院だからこそ

得られる学びの価値が2つあるという。

「1つは、体系性です。2割の自発的

学習者は、書籍やセミナーなどで自身

の専門分野にかかわるもの、かかわら

ないもの、さまざまなことを学んでい

る人たちです。しかし、昨日学んだこ

とと先月学んだことをどのように位置

付けるのか。たとえばマーケティング

ならDX戦略と行動経済学がどのよう

につながっているのか、というように。

大学院の体系的に設計されたプログ

ラムはそれを知るには効果的です。同

時に、何が漏れているかもわかります」

（乾氏）

もう1つは、普遍性だ。「学術論文

にせよケーススタディにせよ、大学院

での学びは特定の企業や業界を超え

た世界共通の知識体系に基づくもの

です。たとえば論文の執筆では、内

外の先行研究に加え、今進行中の研

究をリサーチすることが求められます。

多くの人が競合商品のリサーチとは比

べものにならないといいます。そう

やって自身の研究の意味を探究し、まと

めあげるまではルーティンが1つもない

ハードなプロジェクトです。教授の伴

走が得られることもあり、大学院なら

ではの学びだといえるでしょう」（乾氏）

社会人大学院は越境学習の場とし

ても効果的だ。「社内の限られた場で

通用してきた自身の持論が、外部で

は通用しないことに気づきます。大学

院では、アウトプットした自身の成果

に対し、教授はもちろん、さまざまな

経験を持つ広い世代の社会人学生か

らフィードバックを受けられます。そ

れを内省し、肚に落としていくわけで

す。そして会社に戻り、学んだことを

実践の場に持ち込む。当然、葛藤や

軋轢が起こります。乗り越えられるこ

とも断念することもあるでしょう。そ

の経験を振り返り、自らの持論をアッ

プデートしていく。社会人学習者は、

このサイクルを回しているのです」（乾

氏、左図参照）。これらはプロボノ活

動や留職などアウェー感の強い場所

でも得られるが、体系的・普遍的な学

びとともにこのサイクルを回せること

が大学院の価値だという。

「率直なフィードバックは、上下関係

の強い組織内では受けにくいものです

が、誰とでもフラットに議論できるこ

とも大学院の魅力です」（乾氏）

越境型学習の8の字モデル

出典：乾氏作成

実践の場

学習の場

持論形成

振り返り

振り返り

対話
議論
思考

肚落ち・
言語化

軋轢
葛藤
協働
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【仕事に必要な力をいかに身につけさせるか 】

解のないことを探索していく
ことこそ大学院での学び

リスキリングという文脈で、新たな、

すぐに役立つ専門的なスキルを身に

つける必要性が叫ばれている。「もち

ろんそれは重要なことですが、大学院

を利用する価値はもっと大きい」と、

乾氏は話す。

「社員に学んでほしいことが明確であ

るならば、それをパッケージ化して企

業の研修で提供したり、大学を含む

外部の専門教育機関に委ねればいい

と思います。ですが、大学院での学

びとは、答えのない問題に向き合い探

究していくことです。企業が今社員に

求めているのは、解のない課題に挑

み、とりあえずの解を手繰り寄せ、探

りながら新たな価値を見出していくこ

とではないでしょうか。そうであるな

らば、大学院で社員が学ぶ意味は十

分にあるでしょう」（乾氏）

イノベーティブな発想をしてほしい。

社外からも知見を持ち込んでほしい。

そう人事が願うならば、社員の深い学

び直しの支援をしていくことを検討し

なければならない。

組織全体で大学・大学院と協業し、

高等教育機関の知を組織に取り込み、

人材育成にも貢献する。これを体現

するのがダイキン工業だ。

協創の場づくりを
目的とした長期の包括提携

ダイキン工業は、たとえばこれまで

多くの企業で行われてきたような、教

授が企業の研究開発プロジェクトに

参画する形とは一線を画し、東京大

学、京都大学、大阪大学、奈良先端

大学、同志社大学、鳥取大学など多

くの大学と長期にわたる包括提携を結

んでいる。その目的は、本格的な「協

創の場づくり」である。

「2000年頃にチェスブロウがオープ

ンイノベーションを提唱し、2000年

代に多くの企業がそれに取り組みまし

た。しかし、その発想は当時の当社に

とっては既に、あまり目新しいもので

はありませんでした」と話すのは、同

社の執行役員であり、イノベーション

拠点テクノロジー・イノベーションセ

ンター（以下、TIC）副センター長の

河原克己氏である。「これは多くの日

本企業が同様の状態でしたが、当時、

当社の主力商品であるエアコンがコモ

ディティ化していました。それまで、

エアコンは省エネで電気代が安く、音

が静かでコンパクトであれば売れまし

たが、それだけでは大きな成長が描き

切れない。次の目標を設定する踊り場

仕事で
大学・大学院と
協業する
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に来ていたのです」

顕在化した課題をテクノロジーの力

で解決するのは技術者の得意分野で

ある。「しかし、まだ見ぬ未知の大き

な課題を設定するのは苦手です。そ

のためには、文系の領域を含むさまざ

まな知との交流が求められました」（河

原氏）。物理や化学のみならず、社会

学、心理学、歴史学、哲学などの教

授たちと連携し、あるべき将来の社会

の姿を描き、ダイキン工業が未来にわ

たってどのようなコーポレートアイデ

ンティティを持つべきかという議論を

行っていくことが重要だと考えたので

ある。「最初に包括提携を結んだのは

京都大学です。当時の松本紘総長と

当社会長の井上礼之が意気投合し、

文理融合での産学連携をスタートし

たのです」（河原氏）

大学が持つ知の貯蔵という
無形資産に期待

ダイキン工業が描き直した未来社

会における価値創造の方向性は、「空

気の価値化」、空気に責任を持つ会社

への脱皮である。「すると、エアコン

を事業領域としてきたときよりもさら

に、外部の力を借りなければならなく

なりました。たとえば、“健康的な空

気”“快適な空気”“主産性の高い空

気”とは何で、それを実現するために

はどうしていくのかという知見が求め

られます。“空気学”という学問がな

いだけに、多様な大学や大学院との

提携が必要になりました」（河原氏）

各大学との連携には、それぞれ特

色がある。たとえば東京大学は日本の

最高学府として政府の方針や国策に

即したような、大きく、かつ長いスパ

ンのビジョンを描くためのパートナー

である。大阪大学は情報系が強い。「当

社はもともとAI、IoTの領域が弱いた

め、大阪大学と情報系の包括提携を

しています。新卒を100人純増で採用

し、給料を払って2年間学んでもらう

ダイキン情報技術大学も支援しても

らっています」（河原氏）

とはいえ、企業のなかにもさまざま

な専門技術、知識が存在する。大学

や大学院と提携する意味はどこにある

のか。「東京大学の村上周三総長補佐

がおっしゃったのは、大学には江戸時

代から続く知の貯蔵という無形資産が

あるということです。たとえば、江戸

時代の地震災害を描いた絵巻物を地

震学の知見で見ると、その時代の地

震の震度や被害の大きさがわかると

いうのです。それは将来の地震対策

につながります。歴史学と地震学のコ

ラボレーションは、大学ならではであ

り、深く広い知の量は企業を圧倒的に

凌駕します」（河原氏）

ダイキンの
ファンになってもらう

包括提携による協創の場を、同社

はダイキン情報技術大学のみならず、

さまざまな人材育成に活用しようとし

ている。産学連携を人事部として支

援する人事本部人事企画グループ長

の野間友惠氏は、「大学と企業を自由

自在に行き来し、意見をぶつけ合う仕

掛け、場づくりによって大学・当社双

方の人材が成長していくことを目指し

ています」と説明する。その場づくり

で大きな役割を担うのが、河原氏が

副センター長を務めるTICである。

「TICのオープンは2015年。丸5年が

経過した今、約10万人の方々に来て

いただいています」（河原氏）

TICに来てもらい、知ってもらって

交流する。これによる人材育成効果

は計り知れない。「たとえば、TICに

はノーベル化学賞を受賞された根岸

河原克己氏

ダイキン工業　執行役員
テクノロジー・イノベーションセンター
副センター長（産官学連携推進担当）

野間友惠氏

ダイキン工業　人事本部 人事企画グループ
人事企画グループ長
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【仕事に必要な力をいかに身につけさせるか 】

英一先生や東大の総長特別参与の坂

田一郎先生の専用の部屋があります。

そこにお客さんとしてではなく来てく

ださり、腰を落ち着けて研究者と夜遅

くまで議論してくれます。こちらが大

学に出向いて大学の知を学ぶだけで

なく、大学の先生に企業の社会実装

や商品の実際を知ってもらうという意

味もあります」（河原氏）

重要なのは、「ダイキンのファンに

なってもらうこと」（野間氏）だ。「人

の魅力、場の魅力、そこで生まれるディ

スカッションの魅力でまた来たくなる。

人が常に往来して協創が生まれる世

界観を目指しています」（野間氏）

技術の前に相互の交流を
重視することの重要性を説く

そこには、「大学と本気で一緒にや

る」という覚悟が見える。「人材交流、

人材育成というからには、研究は大

学、開発は企業というようにプロセス

で分けることはありません。大学と当

社、そして技術、営業、マーケティン

グなど自社内の壁を壊してともに進む

ことにこだわっています」（野間氏）

この包括提携の枠組みのなかに、

人事が入っている意味も大きい。「技

術者のなかには、これまでの共同研究

の経験からこっちがお金を払っている

んだからやってよ、というスタンスで

大学の人々に接してしまうことがあり

ます。これでは絶対にファンにはなっ

てくれません。包括提携のスタートに

あたって、会長の井上が技術幹部70

人を集めて話したことは、技術の話を

する前に相互の交流を重視すること、

それが双方の人材育成につながるこ

と、一人ひとりの先生との信頼関係を

大事にすることでした」（野間氏）

具体的に野間氏は、「まず先生たち

の意向を聞いてください」と社員に話

しているという。「先生たちが何を求

めているのか。共同研究をやりたい先

生もいれば、学生の海外経験の機会

を支援してほしい先生もいる。それに

ダイキン工業がどう応えられるかを考

える。そうしてディスカッションして

仲良くなれば、やりとりのなかで新た

な価値が生まれると考えています」（野

間氏）。実際、既に予算が1億円を超

えるような大きな新規テーマが、こう

した協創のなかから生まれている。

また、人材交流や人材育成を実現

するための制度や仕組みづくりも、人

事の重要な役割だ。たとえば、大学

の先生にダイキン工業で一定の割合

勤務してもらうクロスアポイントメン

ト制度は、大学と企業ではこれまで適

用実績がなかった。「双方の制度運用

を変えて、突破していく役割は人事部

が担いました」（野間氏）。そのほか、

育児休業中の社員が大学や大学院で

学べるようにするなど、幅広い社員に

人材育成の機会を提供している。

「人事は、協創の理念のエバンジェリ

スト」だと河原氏は言う。多くの会社

が目指すオープンイノベーションの場

づくりにおいて人事の貢献は大きく、

場に参加することで人材を育むという

果実をより大きなものにできるとダイ

キン工業の事例は教えてくれる。

ダイキン工業のTIC。企業、大学の壁を越えた協創の場となっている。
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いくら学びの場を充実させても、学

生が学ぶ力を身につけていなければ

機会を有効に活用することはできない。

また、社会に出たのち、活躍し続ける

ためにはやはり継続的に学ぶことが求

められ、そこでも学ぶ力を身につけて

いることは意味深い。では、実際にど

のような場が学ぶ力を育むのか。

「やりたい」という動機付け
がすべての出発点

リクルートワークス研究所の特任研

究員であり、10年以上にわたり大学

生や若手社会人の就職活動や育成の

課題を見つめてきた豊田義博は、

2021年、大学時のコミュニティ経験

と社会人としての成長の関係を25〜

29歳の若手社会人1000名への定量調

査と、20名へのインタビューによって

明らかにした。「この調査でわかった

のは、あるコミュニティが学生を育て

るかどうかは本人の動機とコミュニ

ティが持つ性質にかかわってくるとい

うことです」と、豊田は説明する。

右ページの図は、調査に基づき、

個人に自己発見や自己変容をもたらす、

すなわち学び、成長するコミュニティ

の要件をモデル化したものである。「1

つ目の要件は、本人がテーマへの関

心や経験できる内容への興味、自身

の成長、自身を高めてくれる仲間との

交流など、意図を持ってそのコミュニ

ティに所属していること。それは所属

前に明確なものでなくても、そこにい

るうちにだんだんと動機形成されたも

のでも構いません。自分のなかに関心

のないことは、強い眼差しにならない

のです。2つ目に、ゼミ長やサークル

の幹事などリーダーとしての役割に限

らず、自分がやるべき明確な役割があ

ること。そして、それを果たすことが

本人にとってのストレッチなゴールで

あることが3つ目です。さらに他者の

介入も重要です。4つ目として、これ

まで自分が接してきた同級生など同質

性の高い人だけでなく、教師、他大

学の学生、社会人、外国人など多様

性の高い“異質な他者”の介入が欠か

せません」（豊田）

若手社会人に大学時代に所属して

いたコミュニティを聞くと、ゼミ、サー

クル、アルバイト、高校時代の仲間な

どがほとんどだ。「そのコミュニティ

から、彼らは安心、喜びなど多くの“ギ

フト”を得ています。ただし、そのコ

ミュニティが個人の成長とつながって

いるかというと、必ずしもそうではあ

りません。同質性の高い仲間のなかに

逃げ込むネバーランド的なコミュニ

ティだったり、本来成長の場であるべ

きゼミですら、教員が介入せず学生

だけでテーマを決めるがためにスト

レッチなゴールのない、ぬるま湯的な

大学で
学び続ける力を養う

6action

豊田義博氏

リクルートワークス研究所
特任研究員
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【学ぶ力・学び続ける力をいかに高めるか】 

コミュニティだったりすることも少な

くないのです」（豊田）

社会に出た後も
自己発見・変容を繰り返す

こうした自己発見や自己変容を大学

時代に経験した学生たちは、社会に出

た後もそのサイクルを繰り返す。豊田は、

個人へのインタビューによってそれを

証明する例をいくつも目撃している。

1つ目は、現在社会人3年目の女性

の例である。高校時代まではそれほど

行動的ではなかった彼女が、東日本

大震災をきっかけに地方創生に興味

を持ち、大学では行政を学ぼうと入学

した。残念なことに、大きな期待を抱

いて入学したにもかかわらず、大学で

の授業に興味を持てなかったという。

しかし、あるきっかけで地域創生の

NPOでの活動に参加することになっ

た。そこで、地域創生の現場を見る

のと同時に、リーダー的人物の地域に

向き合う姿勢や対話のありようなどに

強く心を動かされ、1年間休学して島

根県の地域創生プロジェクトに参加し

た。さまざまな課題や難しい人間関係

を乗り越えて、現在も続くプロジェク

トとして成長させた。

「これをやらなければ、やりたい、と

いう動機があり、本気で生きている人

からの強い影響を受けた。これは大学

の閉じた授業だけでは難しいことです

が、大学時代に自分は変わったと彼

女は言っています。今、地方創生に

ダイレクトにかかわる仕事をしている

わけではありませんが、大学時代に得

た、学び、成長するサイクルを回すこ

とができているようです」（豊田）

もう1つは、大学が実施するリー

ダーシッププログラムの運営にコミッ

トし、それが成長するきっかけとなっ

た例である。「このプログラムのポイ

ントは、さまざまな大学の学生が参加

するオープンカレッジ形式だったこと

です。リーダーシッププログラムで

オーナーシップやビジョンの重要性を

学びつつ、多様性の高いコミュニティ

で刺激を受けたことが彼女の成長の

背景にあると思います」（豊田）

彼女は演劇に関心があり、日本の

演劇業界を変えていく仕事に就きた

いと考えていたが、なんの経験もない

自分には難しいと、夢を実現するため

に必要なスキルを身につけることを意

識してある会社に就職した。「4年経っ

て、ある程度自分にできるという手応

えを得て、エンタテインメント業界に

転職しました。テーマを持ち、キャリ

アを意識して入社し、思いを形にする

知を獲得していったのです」（豊田）

企業は役割と責任が明確で
PDCAを回せる仕事を渡す

もちろん、例に挙げたようなコミュ

ニティに、学生時代に全員が参加で

きていたわけではないことは既に述べ

た通りである。その機会が得られな

かった学生たちには、自己発見・自己

変容=学び・成長のサイクルが埋め

込まれていない可能性は十分にある。

「その場合も、やはり“師による介入”

が大変重要な意味を持ちます。出発

点は個人の動機です。個人の動機を

社会や顧客の課題と結びつけ、それ

を強い眼差しに高めていくのは師の役

割です。それによって、その人の学び

の態度が変わります。企業でいえば、

それは上司の役割といえるでしょう」

（豊田）

そして、既に学び・成長のサイクル

を獲得した人を、企業はどう受け止め

てさらなる成長軌道に乗せるべきか。

成長するコミュニティの要因・変数とは

出典：豊田作成

ストレッチゴール

コミュニティの多様性

自己発見
自己変容

役割の
自覚

「異質な
他者」の
介入

明確な
所属動機
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「こういう人は、自分で何かテーマを

持って、その課題を設定し、それを乗

り越えるために行動し、結果を出して

内省する、というPDCAを回せる人

たちです。しかし、社会に出て与えら

26ページで乾氏が指摘した通り、

社会人が高等教育機関で学ぶ1つの

足かせになっているのは、学びという

れる多くの仕事は、こうした自己完結

型ではなく、仕事のプロセスのある部

分を任せるのみにとどまります。個人

的な意見ではありますが、こういう人

材には、とても小さなことでもいいの

働いていれば人によっては自らの振り

返りの機会を持ちたくなる。その内省

のための制度です」と話すのは、同社

ピープル・デベロップメント統括本部

ビジネスパートナーPD本部本部長の

岸本雅樹氏だ。長期の海外旅行をす

る人、MBAのショートプログラムに

参加する人、ボランティアなどで異質

な出会いを求める人など、その使い方

はさまざまだという。

その後、2014年に、最長2年まで

大学や大学院など高等教育機関で学

ぶことを支援するために新たに制度化

したのが勉学休職制度である。「サバ

ものに対する会社、特に現場の上司

らの無理解である。会社として全面的

に社員の学びを支援しているのが、ヤ

フーだ。

2年を上限に勉学・研究の
ために休職できる

ヤフーには、大きくは3つ、社員の

学びを支援する制度がある（右ページ

の図）。

「1つはサバティカル制度です。目的

を問わず、勤続10年以上の社員を対

象に上限で3カ月、休暇を取れる制度

をつくったのが2013年です。10年も

で役割と責任を持ってもらい、ビジネ

スの小さなPDCAをどんどん回して、

できるようになったら役割と責任を大

きくしていくというやり方で大きく育

ててほしいと思っています」（豊田）

学び直し支援の
人事制度を導入する

7action

岸本雅樹氏

ヤフー　ピープル・デベロップメント統括本部
ビジネスパートナー PD本部　本部長
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ティカル制度は期間が短く、大学や大

学院での本格的な長期の学びを実現

するのは難しい。そこで、勉学・研究

のために長期で休職できるようにした

のがこの制度です。勤続3年以上で、

なぜその教育機関を選んだのか、そこ

で何を学べるのか、学んで戻った後

にヤフーでそれがどのように生かせる

のかという3点を提示することが条件

となります」（岸本氏）

勉学休職制度の活用例では、国内

の大学院のほか、留学して海外の大

学や大学院で学ぶケースも出てきて

いるという。

そして、3つ目が2015年に制度化

した、博士課程で学ぶことを支援する

社会人ドクター支援制度だ。「理系の

なかでもデータサイエンスや自然言語

処理、機械学習、画像処理など特定

の13領域に限られますが、修士修了

後で博士課程を修了していなかった

り、満期退学せずに就職したりした人

が博士号を取ることを支援しています。

会社としても基礎研究が非常に重要

な領域であるため、学費の補助に加

え、週1日は有給休暇扱いにして学び

の時間を確保できるようにしました」

（岸本氏）

制度化によって
社員の学びの選択肢を増やす

比較的短いサバティカル制度はと

もかく、勉学休職制度や社会人ドク

ター支援制度は取得者が10名前後と、

実際には希望者が出たときに“現場の

運用”でなんとか対応できる数字であ

る。それにもかかわらず、これらを制

度化した理由は何か。岸本氏は、「社

員の自律的な学びを支援するため」だ

という。

「これらの制度をつくったのは、前社

長の宮坂学の時代です。宮坂が繰り

返し言っていたのは、ヤフーにとって

事業目標の達成は大事なことだが、社

員は会社のためだけに生きているわけ

ではなく、自分の人生をいかに生きる

か、自分の時間を何に投資するかを

全員に考えてほしいということでした。

同時に会社としては、社員の成長を

支援しなければ、人的資本は確実に

目減りしていきます。そのため、1on1

を徹底したり、社員の学びの選択肢

を増やし、学びたいという意思があれ

ば学べるというメッセージを出すため

にもさまざまな制度を用意したりした

のです」（岸本氏）

一方、会社の制度はあっても現場

の上司からの理解が得られなければ、

学び続けるのは難しい。特に博士課

程を仕事と両立しながら修了するのは、

並大抵のことではないはずだ。「上司

の理解を得られるような仕組みづくり

もしています。いずれの制度も志望書

を書いたうえで、上司の推薦状が必

要になります。その段階で上司の理解

を得るために、きちんとコミュニケー

ションをとってもらいます。最終の審

査では当社の技術トップから会社に

貢献できる研究であると承認を取りま

すから、それは会社の公式の承認で

あることを理解し、仕事のアサインな

どを配慮してくださいとお願いしてい

ます」（岸本氏）

社員が自分の時間を
創造的に使うことを意識

制度を活用し、学んでいる人の存

在がほかの社員に及ぼす影響も見逃

せない。「1つは会社が学びを支援し

てくれることの周知、もう1つは意欲

の喚起があります。学んできた人が会

社に戻り、高まった視座や広がった視

野を社内に伝えてくれることで、キャ

リアに対して短期的な視点に陥ってし

【学ぶ力・学び続ける力をいかに高めるか】 

ヤフーの自律的な学びを支援する制度

出典：岸本氏の取材をもとに編集部作成

制度名 期間 取得条件 目的 会社からの支援

サバティカル制度 2〜3カ月 勤続10 年以上
（在職期間中1回）

自らのキャリアや経験、働き方を見つめ直し、考える機会
をつくることで、本人のさらなる成長につなげる 支援金を支給

勉学休職制度 最長 2年 勤続 3 年以上
（在職期間中1回）

キャリア施策の1つとして、普段の業務を離れて専門的知
識や語学力をより集中的に習得できる機会を提供する 学費の補助はなし

社会人ドクター
支援制度

博士号取得
までの期間

勤続 2年以上
（在職期間中1回）

データサイエンス、機械学習など先端のコンピュータサイ
エンス領域の博士号取得を支援する

一部学費を補助、
週1回を有休扱いとする
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まい、自らの仕事に限界を感じている

人への大きな刺激にもなります」（岸

本氏）

実は、岸本氏はこれらの制度は利

用していないが、働きながら自ら大学

院のMBAコースで学んでいる。本部

長という多忙な身でありながら、仕事

と学びを両立するそのありようは、同

社の自律的な学びを支援するカル

チャーが機能している証左でもあろう。

「私だけでなく、社員それぞれが自分

の時間をいかに創造的に使うかという

ことに意識を向けるようになっている

と思います」（岸本氏）

同時に、「社内への知の還流という

メリットもある」と岸本氏は強調する。

ヤフーにも当然、先端技術研究に取り

組むR&D部門はあるが、それらの多

くはいかに新しい技術をサービスに適

用していくかという応用研究である。

「大学院で基礎研究に取り組んでもら

い、その知見を社内で生かしてもらう

ことに大きな意味があると考えていま

す」（岸本氏）

育機関として2008年に開学した。「当

時、団塊の世代の一斉退職が社会課

題とされていました。この方たちの退

職後、社会がどのような受け皿をつ

くっていくかを模索していた時期でし

た。そこで、シニア層に対して質の高

い人文的教養教育と多面的な学びの

場を提供し、社会と大学のネットワー

クの輪を一層広げることは、これから

の時代における大学の社会的責務だ

と考えたことが設立の背景です」と説

7ページで述べた通り、寿命の延伸

や少子高齢化による労働力人口の減

少などさまざまな社会的背景のなかで、

中高年層は働き続けること、社会に貢

献し続けることを求められ、それに伴

い学び直しのニーズも高まっている。

シニア層の意識を学びに振り向け、学

び続けさせるには何が求められるのだ

ろうか。

立教セカンドステージ大学は、50

歳以上のシニア層の学びを支える教

シニアの
学びの意欲を
高める

8action

河村賢治氏

立教大学法学部　教授
立教セカンドステージ大学

学長補佐
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らう授業もあれば、実際面からは離れ

て、生／死、幸福／不幸、平等／不

平等という人生の根本について、歴

史や哲学、文学を紐解いて再考して

もらう授業もあります。その学びを社

会に還元してもらうことは重要な目的

です。同時に受講生が人生の半ばで、

21世紀のこの場で生きている意味や

世界に多様な人がいることの意味を

考える機会となれば、こんなにうれし

いことはありません」

仕事に直結する専門知識を獲得し

たい、あるいはこれまで経験してきた

専門領域を深めたいならば、大学院

や専門学校など多様な学びの場が既

にある。「セカンドステージ大学はそ

うではなくて、これまでとは別のス

テージに進みたい、別の角度で社会

を見たい、という人を対象としていま

す。多様な選択肢があってこそ、多く

の人の学びの意欲が喚起されると思

います」（河村氏）

修了生が現在の受講生に
刺激を与える循環

では、実際にどのような人が、どの

ような動機で学んでいるのか。「今セ

カンドステージにいる人だけでなく、

セカンドステージの準備をしたいとい

う人にも開かれた場です。そのため、

動機もさまざまです。それまでとは異

なるステージで社会や地域、人々に

貢献するために学びたいという人もい

ますが、すべての人がポジティブな理

由で入学するわけはなく、たとえば配

偶者を失った、体調不良に陥った、

仕事を失ったなど、好んで人生の転

換点に立ったわけではない人もいます。

全員が同じスタート地点ではない、同

じ歩調で進むのではない、というとこ

ろもセカンドステージならではだと思

います」（栗田氏）

セカンドステージ大学の修了生たち

は、東日本大震災の復興支援、パラ

リンピックの支援、シニアの再チャレ

ンジ支援など、多くの領域で活躍して

いる。「シニア世代の生き方について

ディスカッションする機会が多くあり、

それが自らの生き方、社会でのありよ

うを考えることにつながっている」と、

栗田氏は言う。「NPOを設立し、活躍

する修了生などが、学びをどのように

生かしているのか、どのように社会と

のつながりを持っているのかについて

授業のなかで話す機会を設けていま

す。修了生は1000名以上、同窓会・

同期会でのネットワークも非常に活発

で、修了生が現在の受講生に刺激を

与える循環ができ上がっているので

す」（栗田氏）

明するのは、立教セカンドステージ大

学学長補佐の河村賢治氏だ。

多様な選択肢があってこそ
学びの意欲は喚起される

立教セカンドステージ大学では、

“自由な市民”として一人ひとりが自分

なりのセカンドステージの生き方をデ

ザインできるようにサポートすること

を重視している。「自由な市民に必要

なことは、幅広い教養です。利害関

係や固定観念にとらわれず、自分のこ

とだけでなく広く社会や世界に思いを

馳せて、多くの人々が尊厳を持って生

きられる社会を目指し、その実現に向

けて活動・貢献する人々だと考えてい

ます」（河村氏）

カリキュラムは、「学問の世界A・B」

と「ゼミナール・修了論文」を主軸と

した必修科目と、3つの選択科目群

「エイジング社会の教養科目群」「コ

ミュニティデザインとビジネス科目

群」「セカンドステージ設計科目群」か

ら成る。「『コミュニティデザインとビ

ジネス科目』では社会・地域貢献のた

めのソーシャルビジネスの理論や実践

を、『セカンドステージ設計科目』では、

シニアの健康や心理学、死生観など

を扱います。また、リベラル・アーツ

教育に強みを持つ立教大学の全学共

通科目も履修できます」（河村氏）

「シニア向けに特化したカリキュラム

です」と、立教セカンドステージ大学

教務委員長の栗田和明氏は説明する。

「健康、経済、社会とのかかわり方に

ついてプラクティカルに知識を得ても

【学ぶ力・学び続ける力をいかに高めるか】 

栗田和明氏

立教大学名誉教授
立教セカンドステージ大学

教務委員長
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本特集では、164号で見えた課題

を踏まえ、具体論として人事が大学

とどのように協業すべきかを検討し

た。我々が考えるべきことは、若手

人材はもちろん、人々が生涯を通じ

て学び続け成長していく仕掛けをい

かにつくるか、である。

まず、ここまで論じてきた2種類の

学びを整理したい。1つは学生時代

の学びについてだ。調査結果は、大

学入学時のキャリア意識が高いほど

大学時代の学びの質や就職後の職務

満足度が高まることを示している。

ただし、入学時のキャリア意識が高

くなくても、新しい世界への能動的

活動が初期のモチベーションの低さ

を挽回するきっかけになり、留学や

ゼミ、インターンシップなどがカンフ

ル剤となることもわかった。

2つ目は社会人の学びである。自

律的な学習者は働く人々のうちの2

割程度、4割は指示されれば学ぶと

いう他律的学習者であり、残りの4

割は学びに興味のない人々という構

成だ。人事としては2割・4割・4割

のそれぞれに対して学びの必要性を

伝えることや興味喚起、実践をサポー

トする仕組みなどを用意する必要が

ある。ただし、仕組みは使われなけ

れば意味がない。大事なことは学び

の明らかな成果だけでなく、学ぶと

いう活動も含めて評価される風土醸

成である。それによって、組織内に

学びの好循環が生まれ、学ぶことに

よる知が組織内に還流し得る。

葛藤を乗り越えて追求すべき
インターンの真の目的

もちろん、これらの2種類の学び

の促進において人事が果たす役割は

大きい。そのなかで、人事が最も早

く取り組むべきこととして提案したい

のは、学生に就業体験を通じて成長

の機会を与える場、つまりインター

ンシップの機会の提供だ。今回のイ

ンターンシップの取材を通じて、私

自身が以前、事業会社で採用に携わっ

てきた経験を振り返り、反省したこ

何をやるかより何を目指すのか
人事が大学とともに
目指すべき世界観とは

まとめ

佐藤邦彦（本誌編集長）
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とがある。それは、インターンシッ

プの目的、「何をするかではなく、何

を目指すのか」をきちんと設定し、そ

れを明確に伝えられていたかという

点である。実際は、その年の採用数

という経営からの要請に応えようと、

学生に自社を選んでもらうことに腐

心していたように思う。企業間の壁

を越えて、次世代の担い手を育成し

ていくという視野に立っていたか、と

問われれば答えは“NO”だ。人材育

成を目的としたインターンシップを

行う産学協働人材育成コンソーシア

ムの松高氏、米国のPRSA、アドビ

の取り組みなどは、採用を目的とし

たインターンシップでは達成できな

いであろう学びの機会が提供されて

いる。大学や企業の壁を越えたコミュ

ニティから得られる刺激、プロを目

指す人々とそれを後押しするプロが

集まる場の緊張感、業務を通して組

織に貢献し仲間として受け入れられ

る経験、これらの体験は社会人になっ

てからも活きる学びだ。

人が育つインターンシップ
押さえるべき3つの要諦

インターンシップの目的を、人

を育てることと定義するならば、

それを達成するために私たちが

学ぶべきことは、豊田が挙げ

た人が学び、成長する場の要

件である。

1つ目は、動機だ。豊田が

説明している通り、テーマ

への関心や経験できる内容へ

の興味、自身の成長、自身を高め

てくれる仲間との交流など、意図を

もって参加する活動であることがそ

の後の成長に大きく影響する。それ

は、そこに参加しているうちに形成

されたものでも構わない。田中氏の

ゼミでは、2年生からインターンシッ

プに参加することで、働く“練習”を

重ね、挑戦と失敗を繰り返し、徐々

に動機が形成されていく。

2つ目は多様な“仲間”の存在だ。

人が成長できる場には、教師、他大

学の学生、社会人、外国人といった

多様性の高い仲間からの刺激や異質

な介入が欠かせない。田中氏が進め

る取り組みでは、学生がインターン

シップに参加し、それまで触れること

のなかった異質な人間関係からの刺

激を受け、それを仲間と共有するこ

とによって1人で経験できることを超

えた多様性が広がる。

そして最後は、“師”の存在である。

学生にとって成長の機会に欠かせな

いのが、ストレッチなゴールを設定し、

そのゴールに向けて伴走してくれる

人だ。ブレインパッドのインターン

シップでは、参加者と同じか近い領

域の社員のエンジニアがメンターと

なり、先々のキャリアについて相談に

乗るなど、師としての役割を果たす。

PRSAでも同様に、さまざまな場面で

実務のプロが師として機能している。

今回取材したロク氏も数年後には次

世代の学生を指導したいと語る。こ

うして師の存在は受け継がれていく。

結局大事なことは、人事が視野を

広く、時間軸を長くして、次世代の

育成を考えることに尽きる。そしてそ

こから見えた目指すべき世界観を大

学と共有し、その実現に向けて協働

していくことが求められる。ここで整

理した要諦は、具体的な設計の要素

である。それをすぐに実行すべきだ

が、その手前で忘れてはならないの

は、すべての人が学び、育ち、活躍

するという明るい未来の共有だ。�
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